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１．はじめに 

近年，製造の現場に，付加製造(Additive Manufacturing，

AM)技術いわゆる3Dプリンタが広く深く浸透し始めている．

特に金属系 3D プリンタは試作品にとどまらず最終製品の

量産に使われはじめ，その規模がますます拡大しているこ

とは周知の通りである．そして，本研究において対象とす

る樹脂系/繊維強化樹脂系3Dプリンタも金属系の後を追う

形で着実に実用化の道を突き進んでいる． 

ところで，多数の手法の中でも，金属系 3D プリンタの

場合にはレーザー焼結方式，樹脂系/繊維強化樹脂系3Dプ

リンタの場合には熱溶解積層造形(FDM)方式がそれぞれ最

も実用化に向けてのポテンシャルの高さが認められ，かつ

技術も蓄積されている．いずれにせよ，AM技術の中核であ

る 3D プリンタによる製造では，あたかも“トックリバチ

の巣作り”のように3次元形状をスライス・バイ・スライ

スで積み上げて造形するため，必然的に隣接するスライス

間にある種の積層層間低強度面領域が残存することにな

る．それだけでなく，あるスライス層に着目すると，ノズ

ルから吐出された溶融樹脂(樹脂系FDM方式の場合)をノズ

ル自体で押し付けることでできるビードの一筆書きでス

ライス内平面形状を造形するため，この隣接ビード間にも

低強度線領域が残存する． 

これら 3D プリンタ特有の製造方法が，材料レベルや製

品レベルでのバラツキ，材料強度信頼性や品質にどのよう

な影響（おそらく悪い方向の影響）を与え，またそれらを

向上させるにはどのような方策が考えられるのか，詳しく

検討した例は本申請者の知る限り，ほとんどない． 

そこで本研究では，① 短冊形クーポン試験片の引張・圧

縮試験による弾性特性・強度特性評価，② ﾓｰﾄﾞⅠおよびﾓ

ｰﾄﾞⅡ層間破壊靭性評価，③ 落錘衝撃試験による衝撃後残

留圧縮強度評価，④ 円孔付き平板(Open Hole，OH)の静的・

疲労特性評価，⑤ トポロジー最適化構造/ラティス構造の

弾性限度評価，などの各種評価項目の材料強度信頼性の評

価を試みる．さらに，X線CT撮像や走査電子顕微鏡(SEM)

観察結果や，有限要素法(FEM)数値シミュレーション結果

などを援用しながら，これらの FDM方式 3Dプリンタ成形

CFRTP 積層複合材料製品の信頼性や品質を深く追求してい

くことと最終目標に定める． 

２．研究の内容 

本研究では，連続 CFRTP（continuous carbon fiber 

reinforced thermoplastic、以下c-CFRTP、具体的には、

東レT700S相当のPAN系高強度・中弾性レンジの連続炭素

繊維（continuous carbon fiber、以下c-CF）の1kトウ

を、ポリマー鎖にベンゼン環が配された芳香族ナイロンの

中でも特に機械的特性とガスバリア性に優れたアモルフ

ァスナイロン（DowDuPont™ Selar® PA 3426、ポリアミド

6T/6I共重合体、以下PA6T6I）中に引き抜き成形により体

積含有率30%でプリインプレグネートされた直径約350μm

のc-CF/PA6T6Iプリプレグフィラメント）を専用のFDM方

式3Dプリンタ（米国Markforged社 Mark Two™）にて成形

したものの強度・剛性・靭性・耐衝撃特性・有孔疲労特性

といった基礎的な機械的特性、さらには航空機構造認証の

ために必須の衝撃後圧縮強度特性（compression after 

impact (CAI) strength）や層間・層内破壊靭性などを、実

験と数値解析の両面から精力的に評価するとともに、X 線

CT撮像、DICひずみ場測定、SEM、高精度 3次元形状測定

機などによる本FDM方式3DP-AM成形c-CF/PA6T6I積層材

の平板供試体および位相最適化形状供試体の表面性状・内

部欠陥状態・破壊面フラクトグラフィに関する詳細な観察

画像データを，統計解析が可能となるほど十分多数取得し

た上で，各種の推測統計解析を実施し，この新しい製造手

法で作られたCFRTP積層複合材のバラツキ・強度信頼性お

よび品質に関する実用的な基礎データを取得した上で，統

計解析(各種記述統計量・適合する分布関数型の調査など)

を実施していく． 

さらに，近年では前述のc-CF/PA6T6Iに加え，より成形

性や形状表現力の高い短炭素繊維強化 PA6（s-CF/PA6，東

レ T-300相当の連続炭素繊維を平均長 100μmに粉砕した

短繊維を汎用のnylon 6，PA6に体積含有率30%で混錬後，

3Dプリンタ用に直径1.78mmのフィラメント状に引抜成形

されたもの．商品名はOnyx™）も研究対象に加え，特にPA6

が PA6T6I と比較して高い吸湿性を有していることを問題

点として着目し，s-CF/PA6積層材の乾燥時および湿潤時の

強度・剛性および層間破壊靭性を，X線CT撮像、DICひず

み場測定，SEM フラクトグラフィなどの各種評価手法を用

いて，供試体の内部ミクロ構造や外表面性状に対するマル
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チスケールな観測手法を適宜活用しながら，その材料強度

信頼性の評価を実施する．さらには，s-CF/PA6t6I 材中に

c-CF/PA6T6II 材を補強材として混在成形させた s-CF/PA6 

+ c-CF/PA6T6Iハイブリッド積層複合材も考案し，前述の

各種材料強度信頼性評価を適宜実施し，ハイブリッド化に

よる効果およびc-CF/PA6T6I補強材の最適な混在・配置を

実験計画法および有限要素法(FEM)数値シミュレーション

を援用したロバスト最適設計によって見出していく． 

 

３．研究期間中に得られた主な結果 

本研究では，多数の実測・観測結果が多数得られるため，

本稿ではその中でも特に学術的に重要な知見が得られた

もののいくつかについて，それらの結果のみを報告する． 

(1) c-CF/PA6T6I積層材モードⅠ層間破壊靭性評価 

図 1は，双片持ち梁(DCB)試験で取得した R曲線により

c-CF/PA6T6I モードⅠ層間破壊靭性の層間配向角の影響を

調べた結果の一部である．層間配向角により靭性値に違い

がみられることと，大きなバラツキがあり，さらなる考察

にはサンプルサイズを大きくしたうえで統計的な処理が

今後必要であることが分かった． 

 

図1 c-CF/PA6T6I積層材R曲線の層間繊維配向依存性 

(2) c-CF/PA6T6I積層材OHT疲労破壊特性評価 

図 2 は，円孔引張(OHT)疲労試験により得らた c-

CF/PA6T6Iの応力比0.1における時間強度を応力振幅（静

強度比）毎にワイブル確率プロットしたものである．サン

プル形状母数が1を切っており，母集団に大きなバラツキ

があることが判明した． 

 

図2 c-CF/PA6T6I積層材OHT時間強度のﾜｲﾌﾞﾙﾌﾟﾛｯﾄ 

(3) s-CF/PA6積層材の吸水挙動評価 

図 3 は，s-CF/PA6 積層材の吸水率の経時変化と配向角

（ノズル走査方向）との関係を示したものである．バルク

材に比べて 3D プリンタ成形したものは一般に吸水しやす

いことと吸水特性に大きなバラツキがみられることが分

かる．また配向角による違いは供試体表面の吸水口となる

積層痕間ボイドの密度の差によるものと考えられる． 

 
図3 s-CF/PA6積層材の吸水率の経時変化 

(4) s-CF/PA6 + c-CF/PA6T6Iハイブリッド積層材の静的

OHTのDICひずみ分布測定 

s-CF/PA6 積層材内部に c-CF/PA6T6I をハイブリッドに

混在積層させた供試体のOHT試験下での最大主ひずみ分布

をデジタル画像相関法（DIC）で測定した結果の一部である．

円孔周りへのc-CF/PA6T6Iの混在積層の度合いより，円孔

周りのひずみ集中の度合いが低下することが分かった． 

 

図4 s-CF/PA6+c-CF/PA6T6I ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ積層材のDIC測定

により得られた最大主ひずみ分布 

 

４．まとめ 

熱溶解積層造形(Fused Deposition Modeling，FDM)方式

3D プリンタにより成形された炭素繊維強化熱可塑樹脂

(Carbon Fiber Reinforced Thermoplastic，CFRTP)積層複

合材料の各種材料強度特性評価試験データを統計解析が

可能となるほど十分多数取得した上で，各種の推測統計解

析するための事前検討を実施した．おおむね計画通りに測

定項目を消化できた．また，学術にも興味深い結果や知見

を得ることもできた．今後，サンプルのサイズと質を継続

的に向上させて，材料強度信頼性評価を本格的に実施して

いく予定である． 
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研究課題名（和文） ： 極限低温環境において単独稼働する遠隔監視装置用電源の開発とその実証

研究課題名（英文） ：

研究者 ： ○佐藤 宣夫 千葉工業大学

工学部 機械電子創成工学科 教授

はじめに

我が国は，自然災害と向き合って発展していく実情に

あることからも，災害発生予測地域に迅速および簡易に

設置できる遠隔監視装置が必要である．また当該装置の

存在意義から，災害発生場所に商用電源は無く，そして

単体かつ独立で発電および蓄電ができる電源の確保が

求められる．加えて，寒冷地想定（ ℃程度）の環境

温度での完全稼働も求められる．以上のような仕様を満

たす遠隔監視装置用の電源開発を研究目的とする．

農業用遠隔監視装置（市販品）は，太陽光パネルおよ

びリチウムイオン電池（ ）による電源，そして遠隔

監視用カメラが搭載されている．これを災害発生箇所で

適用することを想定した際，極寒地域では は大き

性能劣化するため実用性に課題がある．特に，我が国に

おける国土とその自然環境に於いては， ℃という環

境温度（ ℃ 年 月 日を北海道・旭川にて

記録）の動作保証が必須となることは議論を待たない．

提案手法

提案する電源は，３種類の蓄電素子から構成されるもの

であり，本報告では「複合蓄電システム」と呼称する．蓄

電素子として，まずリチウムイオンポリマー電池

は，高いエネルギー密度を有する蓄電素子として，幅広い

用途で活用されている．ただし他の蓄電素子と比較すると，

瞬時的な高出力用途には適していない．一方，電気二重層

キャパシタ は，大きな電流導通による充放電が可

能であり，瞬時的な出力動作に適した蓄電素子である．さ

らに蓄電動作が温度環境に依存しないことも特長である．

ただし静電容量に対する体積が大きい．続いて，リチウム

イオンキャパシタ は， ほどの出力特性（瞬時お

よび動作温度）は有していないが，エネルギー密度が高く，

その中間的な性能を活かすべく，蓄電システムに採用した．

この複合蓄電システムにおいては，それぞれの蓄電素子

の特徴を活かすことができる，援用効果について検証を試

みた．それぞれの蓄電素子における個別の機能検証も同時

に可能とするため，具体的には，各素子への接続スイッチ

を備えた検証のためのシステムを考案・構築した．当該蓄

電システムの構成の模式図を図 に示す．

図１．複合蓄電システムの構成模式図と放電特性評価

また当該蓄電システムの性能評価の際，電子負荷装置

（ ，テクシオ社製）により， の定電流放電

時の測定を行った．また各蓄電素子には，それぞれ電流プ

ローブ（ ， 社製）を用いて電流値を計測

した．測定箇所は および合算値である

電子負荷装置前の計 ヶ所である．これらのデータ取得に

は，メモリハイコーダ（ ， 社製）を用いた．

結果と考察

まずリチウムイオンポリマー電池（ ）の定電流（

）出力時の温度変化に応じた放電カーブを図 に示す．

ここで ℃から ℃までの温度範囲における放電電

圧の変化に対して，℃から ℃までの温度範囲での放電

電圧の変化を比較すると，低温時には急峻な電圧変化とな

っていることがわかる．このことは周囲環境が低温になる

につれて，電解液の拡散抵抗および電極／電解液界面の電

荷移動抵抗が上昇していることが示唆される ．

図 ． イオン電池の放電カーブの温度依存特性

く
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次に電気二重層キャパシタ（ ）の定電流（ ）出力

時における温度変化に応じた放電カーブを図 に示す．

℃から ℃までの温度変化に対して，電圧出力の特性

変化が殆どないことがわかる．このような温度に依存しな

い放電特性は， の電荷保持メカニズムが，電極と電解

液との界面での電荷の物理吸着 であることに起因する．

図 ． の放電カーブの温度依存特性

さらに図 には，リチウムイオンキャパシタ（ ）の定

電流（ ）出力による温度変化による放電カーブに示す．

と類似したような出力電圧変化，すなわち低温にな

るほど電圧変化が顕著になることが観測されている．

図 ． の放電カーブの温度依存特性

最後に，これら つの蓄電素子から構成された複合蓄電

システムの放電カーブを図 に示す．ここで は端子電圧，

は総電流値，そして は各素子からの電流値である．

図 複合蓄電システムの出力特性． 端子電圧，

総電流値， 各蓄電素子からの電流値．

図 および から， の定電流放電が正常に出

力され，約 秒後に下限電圧（ ）に到達し，電流

導通を遮断したことがわかる．また図 からは，放

電開始から約 秒間は，期待通りの援用効果が発揮さ

れていることが確認できる．この期間では， 素子

よりも 素子の内部インピーダンスが低かったこと

が示唆される．

さらに放電開始から 秒後には， の総電荷量

の減少に伴いインピーダンスが増加し，再び 素子に

よる援用効果が現れている．一方， による援用効

果は瞬時的な応答に限定され，その後は が追従でき

たため，その効果は明瞭には確認できなかった．これは、

本実験で使用した の静電容量が で， の静

電容量が であったことに起因する．つまり，

の静電容量が不十分だったため，援用については静電容

量の最適化が必要であることがわかった．

おわりに

３つの蓄電素子の特徴を活かした複合蓄電システム

を考案・構築し， ℃環境下にて， 放電（一定）

時において，初動では は稼働できない中， が

瞬時応答しつつ， が安定にシステムとして稼働する

まで援用できることを実験的に確認できた．

今後は， ℃環境での複合蓄電システムの適用とそ

の実証を行っていく予定である．

本研究に関する主な発表論文

 
“Development and Evaluation of 

Φ DC Converter”

 “A Study of High

Liquid”

 “

”
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１． はじめに 

金属材料では塑性加工によりその強度が増加し、加工硬

化として古くから知られている。構造材料に求められる強

度と延性の両立を叶えるためには、加工硬化の制御が重要

となる。そのためには加工硬化に対する理解の深化が不可

欠である。 

加工硬化のメカニズムは転位論の発展とともに、多くの

研究者により議論されてきた。そのメカニズムは、大きく

二つに大別される。ひとつは転位の堆積による弾性応力場

が新たな転位の動きを抑制するため強化が生じるとする

長範囲応力場モデルである。もうひとつは、すべり面に交

差する転位（林立転位）をすべり転位が切り進むために応

力が増加するとする林立転位モデルである。これらのモデ

ルに対して多くの研究が示されたが、現在では林立転位モ

デルが広く受け入れられている 1－3)。 

ところで、塑性変形を与えた材料に予変形とは逆方向の

応力を加えると、その時の降伏応力や変形応力は予変形と

同一方向に応力を加えた場合よりも低下する。この現象は

バウシンガー効果として知られている。バウシンガー効果

の発現メカニズムは、上述の長範囲応力場モデルと林立転

位モデルに基づいて解明が試みられてきた。近年では、そ

のメカニズムとして長範囲応力場モデルが広く支持され

ている 4,5)。バウシンガー効果は塑性加工後の応力方向に

対する強度の差異であり、加工硬化の異方性とみることが

できる。したがって、バウシンガー効果は加工硬化を説明

するモデルに内包される必要があるが、前述の通り、加工

硬化とバウシンガー効果は異なるモデルに基づいて説明

されている現状にある。 

加工硬化は結晶粒径にも依存する。図１に種々の結晶粒

径を持つアルミニウムの応力‐ひずみ曲線を示す。応力-

ひずみ曲線は結晶粒径により大きく変化し、結晶粒が微細

になるほど加工硬化が増加している。粒径と転位密度の関

係について報告があるものの 6)、林立転位モデルでは加工

硬化の増加を十分に説明できない。長範囲応力場モデルと

林立転位モデルは、応力増加の原理が異なることから競合

的に作用する必要はなく、同時に作用する可能性も十分考

えられるがその検討は十分なされていない。 

ところで、長範囲応力場モデルにおける応力場は、内部

応力という形で実験により評価することができる。そこで

本研究では、最初の取り掛かりとして、種々の平均結晶粒

径を有するアルミニウムを試料とし、加工硬化の粒径依存

性と内部応力の関係について調べることを目的とした。 

 

 

図１ 種々の平均結晶粒径を有するアルミニウムの応

力‐ひずみ曲線 

 

２． 研究の内容 

図１の応力‐ひずみ曲線から求めた 0.2%耐力における

加工硬化率を平均結晶粒径に対してプロットしたグラフ

を図2に示す。図より、平均結晶粒径が6.35μmから2.65

μm への減少では加工硬化率が減少し、それ以下では結晶

粒系の減少に伴い増加していることがわかる。 

 

図２ 平均結晶粒径に対する加工硬化率 

引張変形中に生じる内部応力の相対的な変化を引張除

荷試験の結果により推定した。引張除荷試験とは所定のひ

ずみまで引張試験を実施し、その後の除荷時の変化を見る
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試験で、今回は除荷後 30 分間における試験片の形状変化

をひずみゲージを用いて測定した。図３は、種々の引張ひ

ずみにおいて除荷試験を行い、得られたひずみ量を、引張

ひずみに対してプロットした図である。図より、結晶粒径

が、0.20µmおよび、0.15µmの場合は、著しい収縮がみられ

ている。一方で、0.89µm以上の結晶粒径の試料では、収縮

ひずみ量は小さい。除荷時にみられる試験片の収縮は、引

張変形中に形成される内部応力に起因していると考えら

れることから、ひずみ量の結晶粒径に対する変化は、内部

応力の変化と相関があると考えられる。 

 

 

図３ 種々の平均結晶粒径の材料における引張除荷試  

験の結果 

 

図４は、図３でのひずみ量を結晶粒径に対して整理した

もので、ひずみ量が多いほど内部応力が大きいことを示す。 

 

 
図４ 平均結晶粒径に対する引張除荷試験での収縮ひ

ずみ量 

 

図 2 と図４を比較すると、おおよそ傾向は一致しており、

加工硬化に対して内部応力が大きく寄与することを示唆

している。しかしながら、完全に同じではないことから、

加工硬化には内部応力以外の要素、すなわち、林立転位に

起因する加工硬化も結晶粒径に対する依存性を示し、その

影響が表れている可能性が高い。 

 

３． まとめ 

種々の平均結晶粒径を有するアルミニウムについて、引

張試験および引張除荷試験を実施した。その結果、2µm 程

度までは結晶粒径の減少で加工硬化率が低下し、それ以下

の結晶粒径では、顕著な加工硬化の増加がみられた。 

引張除荷試験の結果より、引張変形中に形成される内部

応力は、結晶粒径の減少にともない増加することが示唆さ

れた。結晶粒径の減少による内部応力の増加が、加工硬化

率の変化と一致がみられるため、加工硬化に対して内部応

力が大きく影響していると考えられる。林立転位に起因す

る加工硬化率も粒径依存性を示し、加工硬化に同時に影響

していると考えられる。したがって、加工硬化は、長範囲

応力場に起因する要素と、林立転位に起因する要素を加算

して考える必要があると考えられる。両者ともに粒径依存

性を示すことから、粒径との関連についてさらなる研究を

進めることが望まれる。 
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１．はじめに 
粒子状物質（Particulate Matter : PM）は人体への幅広い影

響が懸念されており(1)，自動車や船舶などのディーゼルエ

ンジンによるススの排出が主な発生源のひとつとなって

いる．炭素微粒子であるススは，スス単体としてだけでな

く，水分などが凝集し親水性の表面性状を持つ親水性 PM，

未燃焼燃料，潤滑油などが凝集し疎水性の表面性状を持つ

疎水性 PM に大別される．これらはエンジンの負荷や回

転数の変化に伴い，PM 性状ごとの排出量や割合が変動す

ることが報告されている(2)．PM を性状ごとに選択的かつ

リアルタイムに測定することで，エンジンの燃焼状態の予

測や解析に有効活用できると考えられる．しかし，現在の

PM 計測法は，フィルタまたはインパクタによる慣性力を

用いて強制的にサンプリングする方式が主流となってお

り，表面性状に基づいた測定をリアルタイムに行うことが

困難である． 
この解決のため我々は，水晶振動子微量天秤（Quartz 

Crystal Microbalance : QCM）の表面へ親水性または疎水性

の高分子材料による感応膜を修飾することによって，表面

性状の異なるPM の自然吸着を制御し，PMの選択的かつ

リアルタイム測定が可能であることを報告している(3)．また，

疎水性物質に対する膜厚依存性の報告が見られないことか

ら，本研究プロジェクトにおいてはQCM感応膜の膜厚に

よる選択性及び感度の向上について検討を行った． 
 

２．研究の内容 
(1)実験方法 

QCM表面の感応膜はスピンコート法を用いて，QCM両

面に成膜した．スピンコートに用いた溶液についてTable 1
に示す．修飾材料が有するに親水基（-OH）または疎水基

（フェニル基や-CH3）によって変化する，測定対象の選択

性について検討を行った．また，この溶液濃度によって

QCM に成膜した際の膜厚が変化するため，感度との関係

について検討を行った． 
エンジンから排出されるPMはガス同様の拡散挙動をと

ると考えられる．本プロジェクトでは，実験条件制御が容

易なガス分子を用いて，感応膜に対して親水基（-OH），疎
水基（-CH3）を有する測定対象ガスの各濃度における感度

と性状選択性について検討した．使用した測定対象ガスを

Table 2に，実験系をFig.1に示す．有機ガスは揮発性が高

いことから，マイクロシリンジを用いて試験槽内に任意の

量の測定対象を滴下し揮発させた．水蒸気は揮発性が低い

ため，飽和塩法を用いて相対湿度を変化させ実験を行った． 
(2)実験結果 
ポリビニルアルコールを感応膜に用いたQCMについて，

膜厚とガス感度の関係を検討した実験結果をFig.2に示す．

膜厚は推定値である．親水性感応膜であるポリビニルアル

コールの膜厚増加によって，疎水性物質に対する感度が抑

制されている．一方で，吸着作用を持つ親水性物質に対す

る感度が増加しているために，選択性が向上したと言える．

Table 1．Properties of coating materials for QCM 

Coating material Solvent Concentration ( g/L ) Condensed formula Purpose 

Polyvinyl alcohol Pure water 1, 14, 21, 33, 43, 100  (CH2CHOH)n Hydrophilization 

Polystyrene Toluene 1, 5, 17, 42, 93, 100 g/L [C6H5CHCH2]n Hydrophobization 

Silicone resin Toluene 1
1000, 1

500, 1
200, 1

70, 1
10 DIL [SiO2OH(CH3)xSiO2OH(C6H5)y]n Hydrophobization 
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また，QCM 表面に感応膜が 2 分子層一様に修飾される膜

厚7.55 nmまで，親水性物質に対する感度増加は顕著であ

る．感度増加が緩やかになった後，再度感度が増加に転じ

ている．これは，QCM 感応膜の膜厚増大による感度低下

や，さらなる膜厚増加によってクラックなどが生じ表面積

の増加が起こったためではないかと考えている． 
さらに，疎水性を示すポリスチレンとシリコーンレジン

を感応膜に用いたQCMの膜厚と感度の関係を検討したも

のをFig. 3に示す．膜厚の増加とともに疎水基を有するト

ルエンとエタノールに対し，感度が増す傾向が得られた．

その一方で，水分子に対する感度向上は大きくなく，疎水

性分子への選択性が得られていると考えている．さらに，

イソオクタンへの感度特性が，ポリスチレンおよびシリコ

ーンレジン感応膜の間で大きく異なった．これは，それぞ

れが有するフェニル基とメチル基の相互作用の違いが表

れているといえ，疎水性物質間でも，測定の選択性が得ら

れることを示唆している． 
この成果は，第40回「センサ・マイクロマシンと応用シ

ステム」シンポジウムにて発表を行ったものであり，本報

告書はその予稿を再編，加筆したものである． 

参考文献 
(1) Ki-Hyun Kim, Ehsanul Kabir, Shamin Kabir: “A review on 

the human health impact of airborne particulate matter”, 
Environmental International, Vol.74, pp.136-143 (2015). 

(2) M. Sharma, A. K. Agrawal, and K. V. L. Bharathi: 
“Characterization of exhaust particulates from diesel 
engine”, Atmospheric Environment, Vol.39, No.17, 
pp.3023-3028 (2005). 

(3) Masashi Saito, Ki Ando, Yoshihiro Kobayashi : ”Study on 
Hydrophilic and Hydrophobic Surface Coating Materials of 
QCM for Particulate Matter Measurement and its Response 
Characteristics to Gas”, IEEJ Transactions on Sensors and 
Micromachines, Vol.142, No.11, pp.293-299 (2022). 

Label Target gases Condensed formula Property 
A Water molecule H2O Hydrophilization 
B Ethanol CH3CH2OH Hydrophilization 
C Toluene C6H5CH3 Hydrophobization 
D Isooctane CH3C(CH3)2CH2CH(CH3)2 Hydrophobization 

Table 2．Properties of target gases 

．

．  Polyvinyl alcohol

Polystyrene

Silicone resin
．
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研究課題名（和文） ：� 戦略的に近接場光を導入したハイブリッドプラズモン増強場と磁気光学の融 合

研究課題名（英文） ：� Combination of enhanced electric field originated form hybrid plasmons and magneto-optical  

effects through a material with near-field light 

研究者 ： ○安川 雪子 千葉工業大学 

YASUKAWA Yukiko 工学部 電気電子工学科 教授 

１．  はじめに 

本研究は,磁性材料が示す磁気光学効果と金属が示す

局在表面プラズモンを組み合わせて光電融合材料の作

製をめざした研究である.今回は局在表面プラズモンに

よる増強電場が磁気光学層の磁気モーメントにどのよ

うな影響を及ぼすのかを解明することを目標に実験を

行った.実験は高エネルギー加速器研究機構でビームラ

インBL16AのX線磁気円二色性を利用して行った（図
１）. 

２．研究の内容 

図１ 高エネルギー加速器研究機構のビームライン

BL16A 

我々は図２に示す実験系で実験を行うため,実験セッ

トアップを組むことから始めた. チャンバー中心に設
置した試料（図２,橙色）の同位置に,X 線と,材料のプ

ラズモンを励起するために装置外部から赤色レーザ光

を照射するのがこのセットアップのポイントである.レ

ーザ光はチャンバーのフランジ外部から照射した.その

際,レーザ光の設置高さや,チャンバー内部に設置した

屈折用ミラーの角度を調整することに非常に苦労した.

数mm角の試料の中心にビーム径数100 μmのX線とレ

ーザ光を同位置に照射するためのセットアップの微調

整であったが,位置調整には電気的な自動位置調整機構

がなく,すべて物理的にレーザ光源を動かすことで位置

調整を行ったため,非常に困難で苦労した.この調整で

数時間以上を要した. 

図２ 今回の実験のために構築した実験系 

図３ 装置外のフランジから真空チャンバー中の試

料に照射した,プラズモン励起用赤色レーザ光. 

我々は既に X 線磁気円二色性の予備実験を済ませて
おり,試料の軌道磁気モーメントとスピン磁気モーメン

トの検出・分離に成功していた.そこで今回の研究目的

は,試料の局在表面プラズモンを励起した状態と非励起

状態での比較を行い,局在表面プラズモンが試料中の各

元素の軌道磁気モーメントとスピン磁気モーメントに
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どのような影響を及ぼすかについて検証することであ

る. 

図４にプラズモン励起状態で測定した,リファレンス

（黒：局在表面プラズモン共鳴を励起しない材料）と光

電融合材料（赤）のX線磁気円二色性のスペクトルを示
す. 元素１および３については両試料にスペクトルの

顕著な違いは見られなかった.他方で,元素２について

は両試料のスペクトルには明瞭な差異が見られた.これ

は光電融合材料を構成する「元素２」が局在表面プラズ

モンの増強電磁場の影響によって磁気モーメントが特

に大きな影響を受けたことが示唆されると考えた. 

 

図４ プラズモン励起状態で測定した,リファレンス

（黒）と光電融合材料（赤）のX線磁気円二色性の元素
ごとのスペクトル. 

 

さらに図５には 光電融合材料において,プラズモン

非励起状態（黒：レーザOFF）と励起状態（赤：レーザ
ON）で測定したX線磁気円二色性のスペクトルを示す. 

プラズモン励起／非励起によって特に「元素２」のスペ

クトルが変化していることがわかる.これは図４と同様

に「元素２」が局在表面プラズモンの増強電磁場の影響

によって磁気モーメントが影響を受けたことを示すと

考察している. 

図５ プラズモン非励起状態（黒：レーザOFF）およ
び励起状態（赤：レーザ ON）で測定した光電融合材料
のX線磁気円二色性のスペクトル. 

  

 各元素の磁気モーメントを定量的に算出・評価する目

的で図４,図５の結果を疑似フォークト関数でフィッテ

ィングし,各元素のピークスペクトルの面積を算出し,

その面積から元素ごとの磁気モーメントの議論を試み

た. 表１に疑似フォークト関数でフィッティングした

各元素のピークスペクトルの面積をまとめる. 

 

 

 

表１ 電磁場増強状態におけるリファレンスに対する

光電融合材料の磁気モーメント（Ｘ線磁気円二色性のピ

ークスペクトルの面積比から算出） 

 

 

レーザ光照射で局在表面プラズモン共鳴の励起による

電磁場の増強に起因して, 光電融合材料を構成する「元

素２」のピーク面積すなわち磁気モーメントが特にリフ

ァレンスより増大していると考えることができよう. 

 

３．まとめ 

磁気光学効果とプラズモン増強場の融合機序の解明

を目的とした実験を行った.現状ではまだ定性的ではあ

るが,プラズモンによって特定元素の磁気モーメントが

影響を受けることが実証された.すなわちプラズモン増

強場で磁気モーメントが影響を受けることにより,磁気

光学効果が制御できる可能性があると考えている.今後

は得られた結果をより定量的に評価すべく実験を進め

る予定である. 

 

本研究に関する主な発表 

(1)  花島颯介, 山根治起, 高橋龍之介, 中田勝, 和達大
樹, 安川雪子,  TbFeCo の磁気特性に対する局在表
面プラズモン共鳴による増強電場の影響, 第８４
回応用物理学会秋季学術講演会,  21pD9037 
(2023). 
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１． はじめに                       

近年，埋設管の効率的な検査法として，ロボットによる

検査が注目されている．我々は，ロボットとの通信方式と

してポリ塩化ビニル(PVC)管壁に沿って伝播するマイクロ

波を使用した通信方法を検討している [1]．我々は，既に

PVC管壁の断面に複数のアンテナを設置した MIMO 通信に

より，チャネル容量の増加が可能であることを示したが 

[2]，伝送距離が増加すると空間相関が増加し，チャネル容

量が低下するという課題があった．本論文では，軌道角運

動量(OAM)多重伝送 [3] に向けて，PVC管壁を伝搬するマ

イクロ波信号のOAMモードの生成の可否を検討した． 

 

２．PVC管に沿ったOAMモード 

OAM は電磁波の伝搬形態の一つで，波面が螺旋状に形成

されたものであり，異なる OAM モードの螺旋波は互いに

直交すること利用して，直交モードに異なるデータ信号を

重畳することにより，データ多重伝送が可能となる．OAMモ

ードl では，伝搬軸に対して 1 周あたり2πl だけ位相

が変化する．空間を伝搬する電波で OAM 多重伝送につい

ては複数報告されているが[3]，パイプ管壁を伝搬するマ

イクロ波信号で OAM モードの発生が可能か，検討された

例はなかった．本研究では，PVC 管壁断面に複数のアンテ

ナを設置し，位相差を与えた信号を入力することにより，

パイプ管壁を伝搬するマイクロ波信号に OAM モードでの

伝搬が可能か，3 次元電磁界シミュレーションにより検討

した． 

シミュレーションに使用した PVC 管は，内径130mm，外

径 140mm，長さ 1000mm であり，使用するアンテナは， 

2.4GHz帯と5GHz帯に対応したダイポールアンテナであり，

45o 間隔で 8 個，管の両端の管壁の断面に取り付けてい

る(図1)．モード l の OAM モード発生には，隣接するア

ンテナに 2πl/8 の位相差をつけて 5 GHz 信号を入力し

た． 

モードl = 0, +1, +2  の場合のパイプ表面の電界分布

を図2(a), 2(b), 2(c) に示す．モードl = 0ではパイプ

の断面に対し、等位相で信号が伝搬した。モードl = +1, 

+2 では同一位相の軌跡が進行方向に対して螺旋形状に表

れ、位相の回転はl = +1で2π，l = +2で4π となった。

また，モード + l と – l では位相の回転方向が反転して

進行することが確認された． 

PVC管壁に沿って伝搬する 5GHz 帯信号でOAMモードで

の伝搬が可能か，3 次元電磁界シミュレーションで検討を

行った．PVC管端の管壁断面に 45o 間隔で円環状に8つの

アンテナを配置し，各アンテナに OAM モードに応じて位

相差を与えた 5 GHz 信号を入力した場合の管壁表面での

電界分布を求めた．その結果，各 OAM モードに応じて位

相が回転して進行する伝搬モードが確認できた． 

 

 
図1 パイプ端でのシミュレーションモデル 

 
図2 PVC 管壁の電界分布のシミュレーション結果 
 

３．OAM多重伝送による通信容量増加の検討 

第２章では、OAM モードがパイプ壁に沿って伝搬するマ

イクロ波信号に生成できることを明らかにした。本章では、

5つのOAMモード（l = -2, -1, 0, +1, +2）を多重化する
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ことで、パイプ壁に沿ってOAM伝送を使用するシステムの

容量を向上させることの実現可能性を検証する。OAM シス

テムの搬送波周波数は 5.0GHz、チャネル帯域幅は 20MHz、

送信機の出力電力は5mW/MHzである。 

OAMモードl＝-L〜＋Lを多重した場合、アンテナTxmの

送信信号xmは次式で表される。 

𝑥𝑥� = � 𝑠𝑠�
1
√𝑁𝑁 �𝑥𝑥� ��

2𝜋𝜋𝜋𝜋
𝑁𝑁 𝑚𝑚�

��

����
                     

モード l と l' の間のモード間干渉信号 𝑧𝑧�,�� は次式で

表される。 

𝑧𝑧�,��

= � � ��� � � 𝑠𝑠��
𝑁𝑁 �𝑥𝑥� ��� 2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋

𝑁𝑁 � �𝑥𝑥� �� 2𝜋𝜋𝜋𝜋�𝑚𝑚
𝑁𝑁 �

��

�����,����

��

����

�

���

�

���
 

 

これらの結果から、モード lにおける信号対干渉・雑音電

力比（SINR）𝛾𝛾� は次のように表すことができる。 

𝛾𝛾� =
𝐸𝐸 ��𝑧𝑧�,����

𝐸𝐸 �∑ �𝑧𝑧�,������,���� � + 𝐸𝐸�|𝜋𝜋�� |��
 

OAM伝送のシステム容量Csumは次式で与えられる。 

𝐶𝐶��� = � 𝜋𝜋����1 + 𝛾𝛾��
�

����
 

図3は、伝送距離をパラメータとしたSINRのOAMモー

ド数依存性を示している。伝送距離が1mの場合、SINRは

37.5dB から 43.5dB である。伝送距離が長くなると SINR 

は低下する。熱雑音は相互干渉電力よりもはるかに小さい

ため、伝送距離が長くなるにつれて SINR が低下するのは

相互干渉が増加するためである。 

 

図3 SINR の OAM モード数依存性 

図４に OAM 多重伝送のシステム容量の伝送距離依存性を

示す。比較のため、Tx1とRx1のみをパイプの両端中央に

配置した無線伝送システムのシステム容量を示す。伝送距

離が1mの場合、システムの容量は67.4bps/Hzであり、伝

送距離が8mになると43.4bps/Hz に減少する。この値は、

1 対のダイポールアンテナで管内にマイクロ波信号を伝送

するシステムと比較して、全ての距離で2.5倍以上の容量

を達成しており、管壁に沿ってOAM多重伝送を行うことに

より、管沿いの通信システムの容量を向上できることを示

している。 

 

図4  OAM多重伝送のシステム容量の伝送距離依存性 

 

4．まとめ 

本研究では、埋設管検査ロボットの通信容量向上のため

に、管壁に沿ったOAM多重伝送について検討した。その結

果、送信アンテナに位相回転を与えることにより、管壁に

沿って伝搬するマイクロ波信号にOAMモードを生成できる

ことがわかった。マイクロ波信号が管壁を伝搬するOAM多

重システムは、マイクロ波信号が管内を伝搬するシステム

に比べて2.5倍のシステム容量を達成した。 

 

本研究に関する主な発表論文 

(1) Akihiko Hirata, “OAM Multiplexing of 5 GHz Band 

Microwave Signal Propagating Along PVC Pipe 

Walls for a Buried Pipe Inspection Robot,” IEEE 

IMS, pp. 486-489, 2023. 

(2) 鈴木眞史, 枚田明彦, 村田博司, 水上雅人, “PVC

管壁を伝搬するマイクロ波を使用したOAM モードの

検討,” 電子情報通信学会 ソサイエティ大会, C-

2-39, 2023. 

 

参考文献 

[1] 野間太桜, 大田垣祐衣, 村田博司, 枚田明彦, 水上

雅人, “ＰＶＣ管壁伝搬マイクロ波導波モードを用い

たビデオ映像伝送,” The 2022 IEICE General 

Conference, C-14-5, 2022． 

[2] S． Matsukawa, K． Yoshida, T． Okuda, M． Hazama, 

S． Kurokawa and H． Murata, "Non-destructive 

Inspection for FRPM Pipeline Using Self-imaging 

Effect of Microwave on Cylindrical Dielectric 

Waveguide," 2021 IEEE Conference on Antenna 

Measurements & Applications (CAMA), 2021, pp． 70-

73, doi: 10．1109/CAMA49227．2021．9703474． 

[3] Y. Yagi, et al., "200 Gbit/s Wireless 

Transmission Using Dual-Polarized OAM-MIMO 

Multiplexing on 28 GHz Band," 2019 IEEE Globecom 

Workshops, pp. 1-4, 2019. 

10

20

30

40

50

-3 -2 -1 0 1 2 3

SI
N

R 
(d

B)

OAM mode number

1m 2m 4m 8m
distance

0

20

40

60

80

1 10

Ca
pa

ci
ty

 (b
ps

/H
z)

Distance (m)
2 4 86

OAM along pipe-wall inside pipe

122024　千葉工業大学附属研究所　プロジェクト研究年報 　　   　　　                  Project Report of Research Institute of C.I.T 2024



研究項目 ： 先進研究推進プロジェクト助成金(II) 

研究期間 ： ２０２３／４／３ ～ ２０２３／９／３０ 

研究課題名（和文） ： PO4四面体配列の制御による中温作動型プロトン導電体の創成
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1.ははじじめめにに 
次世代燃料電池や水素を用いた新規レドックス反応の

反応場の構築のために、25 - 500ºCの広域温度域で作動す

るプロトン導電体の開発が切望されている。しかし、

150-500 ºCの中温を含む広域温度帯で耐熱性と高プロトン

導電性の両立する物質の開発は、未だ困難となっている。 
本研究で着目する複合カチオンリン酸塩は、一次結合で

形成された強固なトンネル型の無機骨格が耐熱性の確保

に寄与し、鎖状配列したPO4四面体と水素結合で連結して

トンネル内に隣接して並んだ結晶水がプロトンの高速拡

散経路となるため、広域温度帯で高プロトン導電率の発現

に寄与する 1,2。しかし、このトンネル型リン酸塩は、300ºC
付近での不可逆な相転移が、プロトン導電体としての作動

温度域を制約していた。本研究では、この相転移が、トン

ネル型骨格を形成するカチオン間の静電反発に由来する

と考え、骨格を構成するカチオンの大きさと、結晶構造の

熱安定性について系統的に調査し、室温から500ºCで熱安

定性と高プロトン導電性を両立する新規物質の開発を目

指した。その結果、トンネル型 KNi1-xH2x(PO3)3·yH2O や、

KMg1-xH2x(PO3)3·yH2O などのトンネル型リン酸塩の高温相

であるBenitoite型リン酸塩で、上記の超広域温度帯で作動

する新規プロトン導電体を見出したので報告する。

2. 研研究究内内容容

2. 1 トトンンネネルル型型ププロロトトンン導導電電体体KNi1-xH2x(PO3)3·yH2O 
トンネル型KNi1-xH2x(PO3)3·yH2Oの粉末X線回折図形では、

x = 0 – 0.18の組成域で空間群R3のトンネル型構造で帰属

される反射のみが観測され、固溶体の形成に対応するa軸、

c軸の収縮が確認された。FTIRスペクトルでは、xの増加

と共に、-OH や-POH に対応した吸収ピークの強度が増大

し、結晶内へ導入されたプロトンよる水素結合の増加が示

唆された。

トンネル型リン酸塩KNi1-xH2x(PO3)3·yH2O のTG/DTA 測

定では、x = 0では、室温および150℃からの脱水反応が観

測され、x > 0の組成では、これらに加えて600℃からトン

ネル型リン酸塩の部分的な分解を伴う脱水反応が確認さ

れた。定比の組成では、800℃までトンネル型リン酸塩の

単一相が安定で、x > 0では、600℃まで安定であることが

確認され、過去に報告した同型の物質で観測された300℃
付近での不可逆な相転移 1,2は観測されなかった。TG曲線 

Fig.1 Crystal structure of KNi0.82H0.36(PO3)3·yH2O viewed 
along the [001] direction. (b) The framework structure viewed 
along the [110] direction. 

から算出した含水量は、プロトン量の増加と共に増加す

る傾向が確認された。

Fig. 1 に X 線 Rietveld 解 析 で 決 定 し た

KNi1-xH2x(PO3)3·yH2Oの結晶構造を示す。差フーリエ合成

で結晶水の酸素の位置を2つ抽出し、これらの占有率か

ら算出した結晶水量は、TG 曲線から算出した含水量と

ほぼ一致した。FTIR スペクトルで観測された水素結合

に関する吸収ピークは、主として結晶水と結晶内のPO4

四面体に関連すると考えられる。この物質のトンネル型

骨格は、面共有で連結した(KO6)(NiO6)八面体鎖と螺旋状

のPO4四面体鎖が頂点共有で連結して形成される。この

トンネル内には、水色で示した水分子の結晶水が、PO4

四面体に沿って、z 軸方向に鎖状配列する。水分子また
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は H3O+と PO4四面体が水分子が水素結合により連結す

るため、結晶水が鎖錠配列すると考えられる。この結晶

水鎖は、結晶内の水分子に付随したプロトンの高速拡散

に寄与すると考えられる 1,2。 
複合カチオンリン酸塩の熱的な安定相は、骨格を構成

するカチオンのサイズに依存して変化し、比較的大きな

カチオンで構成られるリン酸塩は、低温ではトンネル型

構造、高温でカチオンが占有する八面体が稜共有で連結

した構造へと不可逆に変化する。トンネル型構造が得ら

れる最も小さなカチオンの組み合わせである K+と Ni2+

でのみ、この相転移を抑止できた。骨格を構成するカチ

オン間の距離は、八面体が稜共有している方が長い。ト

ンネル型構造の相転移が、面共有で連結した八面体位置

のカチオン間の静電反発に由来しており、サイズの小さ

いカチオンでは、この反発が弱いため、高温までトンネ

ル型骨格が安定性になると考えられる。骨格を構成する

カチオンのサイズと八面体の連結を制御することで、リ

ン酸塩の相転移を抑止して、骨格の熱安定性を向上でき

ると予想される。 
トンネル型リン酸塩 KNi1-xH2x(PO3)3·yH2O のプロトン

導電率は、プロトン含有量の増加と共に向上し、x = 0.18
で最大の導電率が得られた。x = 0.18は室温から500℃の

広域温度帯で高プロトン導電率を発現し、150℃以降で

は、熱によるプロトン拡散能の向上と結晶水の脱離によ

る導電率の低下が競合した挙動が観測され、275℃で導

電率の最高値1.8 × 10-2 Scm-1の値が得られた。この物質

は、デバイスの作動温度である 150℃において、一定の

湿度下で、酸素分圧の影響を受けずに一定の導電率を示

しており、中温作動型燃料電池の固体電解質として有望

であると考えられる。 
 

2. 2 Benitoite型型ププロロトトンン導導電電体体KMg1-xLixHx(PO3)3·yH2O 
トンネル型リン酸塩の結晶構造と熱安定性との相関

を調査する過程で見出した Benitoite 型プロトン導電体

KMg1-xH2x(PO3)3·yH2O は、カチオンが占有する八面体が

稜共有で連結した層と環状に連結したPO4四面体が積層

した構造をもち、中温域で熱安定性と高プロトン導電特

性を発現する 3)。新規物質であるこの物質は、プロトン

導電体としての研究がほとんど進んでおらず、局所構造

をプロトン拡散に最適化することで更なる導電率の向

上が期待される。本研究では、Benitoite 型リン酸塩

KMg(PO3)3·yH2Oの、Mg2+の一部をLi+で置換した際の電

荷補償としてプロトンを導入した新規物質

KMg1-xLixHx(PO3)3·yH2Oの開発を試みた。 
合成した試料のX線回折図形では、x = 0 - 0.3の組成域

で、空間群P-6c2のBenitoite型構造を有するKMg(PO3)3

の反射のみが観測され、目的物質の単一相の生成が確認

された。この組成域では、x の増加に対して、a 軸と c
軸ともに収縮し、固溶体の形成が示唆された。Mg2+ (0.72 
Å)よりイオ ン半径の大きなLi+ (0.76 Å)の置換による格

子の収縮は、xの増加に伴う結晶中の水素結合が増加に 

Figure 2 The proton conductivities of KNi1-xH2x(PO3)3·yH2O 
(KNi) and Benitoite-type KMg1-xLixHx(PO3)3·yH2O (Benitoite 
KMgLi) compared with related proton conductors. H3PO44), 
Nafion(R) 117 4), CP glass5), CsH2PO46), In-doped SnP2O77), 
CsH2PO4/SiP2O7 composite 8), RbMg1-xH2x(PO3)3·yH2O 
(RbMg) 1), KMg1-xH2x(PO3)3·yH2O (KMg) 2), Benitoite 3) and 

NaMg1-xLixHx(PO3)3·yH2O (NaMg) 9) are shown for 
comparison. 

より、骨格を形成する酸化物イオン間距離が収縮したこ

とが示唆している。FT-IR スペクトルでは、POH とOH
の振動モードに対応する吸収ピークが増大し、試料中の

プロトン含有量の増加に対応する変化が観測された。

TG/DTA測定では、いずれの組成も室温と150°Cからの

2 段階の脱水反応が観測された。熱重量測定から算出し

た試料の含水量は、xの増加とともに増加した。これは、

導入されたプロトンによって骨格の酸性度が向上し、水

分子がルイス塩基として結晶構造に取り込まれる傾向

があることを示唆している。加湿窒素気流下(PH2O = 3 
kPa)で測定した試料の導電率はプロトン量の増加と共に

向上し、x = 0.10は室温から500ºCで10-3 S cm-1を超える

高いプロトン導電率を示し、200°Cで1.9 × 10-2 S cm-1の

高プロトン導電率を発現した。Benitoite 型構造は、元素

置換によるプロトンの導入により、中温を含む広域温度

帯で高プロトン導電特性を発現する優れた結晶構造で

あることが確認された。 
Fig. 2 に申請者らが見出した新規プロトン導電体と代

表的なプロトン導電体とのプロトン導電率の比較を示

す。既存の物質では、触媒反応に適すると言われる

150-300ºC の温度域や車載用燃料電池の固体電解質に要

求される 150-500ºC 温温度域をカバーする物質の開発が
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困難であったが、複合カチオンリン酸塩は、室温から

500ºC の広域温度帯で高プロトン導電率を発現する点が

大きな特徴といえる。複合カチオンリン酸塩は、一次結

合のみで形成された骨格が熱的安定性の確保、PO4 四面

体との水素結合を介して隣接した配列をとる結晶水が

プロトンの高速拡散に寄与し、プロトン固体電解質の結

晶構造を要求される機能ごとに分割して最適な化学結

合を活用することで、固体中の二次結合の制御に由来す

るプロトン導電体の作動温度の課題を克服できること

を示唆している。本研究により、中温域で作動する新規

構造を有するプロトン導電体を見出すとともに、複合カ

チオンリン酸塩の物性と結晶構造との相関性や共通点

を明確化することで、中温作動型プロトン導電体の物質

設計の自由度を拡張することができた。得られた知見を

MOF や他のセラミックスに展開することで、リン酸塩

に限らず、より優れたプロトン導電体開発の加速化が期

待される。 
                          

33..  ままととめめ                                          

 本研究では、複合カチオンリン酸塩の構成元素と結晶

構造の結晶構造の熱安定性に着目してプロトン導電体

の開発を行い、トンネル型 KNi1-xH2x(PO3)3·yH2O および

Benitoite 型 KMg1-xLixHx(PO3)3·yH2O は、室温から 500ºC
の広域温度帯で熱安定性と高プロトン導電特性を両立

する新規プロトン導電体であることを見出した。 

 

本本研研究究にに関関すするる主主なな論論文文                                

1) Y. Matsuda et al., Inorg. Chem., 63, 8108 (2024). 
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１． はじめに 

ヒドロキシ基とアミノ基を同一分子内に有するアル

カノールアミンは, 抗腫瘍性やHIVプロテアーゼ阻害活

性など多彩な生物活性を示すため, 医薬品化学分野に

おける重要な化合物群である(図１).1 このため, アル

カノールアミンの新規合成法の開発は現在でも多くの

注目を浴びている. しかし, ヒドロキシ基とアミノ基

以外の官能基をさらに含むアルカノールアミンの合成

法は少なく, 特に, 複数の官能基を含む多官能性アル

カノールアミンは, 多官能性に基づく特異な生物活性

の発現が期待される一方, 有効な合成法はほとんど報

告されていない. 

 

 

図1 アルカノールアミン 

 

図2 多官能性アルカノールアミンの合成戦略 

 

このような背景のもと申請者は, 新たなアルカノー

ルアミンの合成法として, カルボニル基とイミノ基が

隣接している二官能性求電子剤に対して, 触媒的求核

付加反応を連続的に行う方法を着想した（図２）. この

方法は, 有機反応で最も汎用性の高い求核付加反応を

２回行うだけのシンプルな合成戦略でありながら, 二

官能性求電子剤を選択的に反応させる高い化学選択性

と, この選択性をスイッチングする手法を開発するこ

とで実現させるものである. これにより, 構造多様性

に富んだ多官能性アルカノールアミンの合成が達成さ

れる.  

 

２．研究の内容 

まず始めに, カルボニル基とイミノ基を有する 1,2-ケ
トイミンの合成法を図３に示す. パラトルイジンを亜硝

酸ナトリウムと濃塩酸存在下, アジ化ナトリウムと反応

させることで対応する芳香族アジドを収率 81%で得た. 
次に, アジドとトリフェニルホスフィンを反応させるこ

とで, イミノホスホランを 86%で得た. 最後に, 1,2-ジケ

トンとイミノホスホランを反応させることで, 1,2-ケトイ

ミンを98%で得た. 構造決定には 1Hおよび 13C NMRに

より行った (図４).  
続いて, 合成した 1,2-ケトイミンとトリメチルシリル

シアニド(TMSCN)との反応を行った. まず始めに, ルイ

ス塩基触媒が本反応に及ぼす効果を調査した (図５). そ
の結果, 本反応は様々なルイス塩基触媒において, ケト

ン選択的にシアノ化反応が進行することを見いだした. 
構造決定には 1Hおよび 13C NMRにより行った (図６).  
 

 

図3 1,2-ケトイミンの合成 
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図4 1,2-ケトイミンの13C NMR 

 
 

 

図５ ケトンシアノ化 

 

 

図６ ケトンシアノ化体の13C NMR 

 

次に, ルイス酸触媒が1,2-ケトイミンとTMSCNとの反

応に及ぼす効果を調査した (図７). その結果, 本反応は

銀触媒や銅触媒を用いたときに, イミン選択的にシアノ

化反応が進行することを見いだした. 構造決定には 1H
および 13C NMR により行った (図８). このように選択

性が発現した理由は, ルイス塩基触媒を用いたときに

は, 求核剤であるTMSCNが活性化されて反応が進行し

たため, イミノ基よりも本来の求電子性が高いカルボニ

ル基がシアノ化された一方, ルイス酸触媒を用いたとき

には, カルボニル基よりもルイス塩基性が高いイミノ基

が優先的に活性化されたため, イミン選択的にシアノ化

が進行したと考えられる. 現在, 計算化学によって反応

機構解析を進めている.  

 

 

図７ イミンシアノ化 

 

 
図８ イミンシアノ化体の13C NMR 

 

 

３．まとめ 

本研究では, 1,2-ケトイミンと TMSCN との反応におい

て, ルイス塩基触媒を用いるとケトン選択的に, ルイス

酸触媒を用いるとイミン選択的なシアノ化が進行する

ことを見いだした. 今後は, 計算化学による反応機構解

析を進めるとともに, 残されたカルボニル基およびイミ

ノ基の変換反応を検討し, 多官能性アルカノールアミン

の合成を目指す.  
  

 

参考文献 

(1) S. C Bergmeier, The Synthesis of Vicinal Amino 
Alcohols. Tetrahedron 2000, 56, 2561. 
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図4 1,2-ケトイミンの13C NMR 

 
 

 

図５ ケトンシアノ化 

 

 

図６ ケトンシアノ化体の13C NMR 

 

次に, ルイス酸触媒が1,2-ケトイミンとTMSCNとの反

応に及ぼす効果を調査した (図７). その結果, 本反応は

銀触媒や銅触媒を用いたときに, イミン選択的にシアノ

化反応が進行することを見いだした. 構造決定には 1H
および 13C NMR により行った (図８). このように選択

性が発現した理由は, ルイス塩基触媒を用いたときに

は, 求核剤であるTMSCNが活性化されて反応が進行し

たため, イミノ基よりも本来の求電子性が高いカルボニ

ル基がシアノ化された一方, ルイス酸触媒を用いたとき

には, カルボニル基よりもルイス塩基性が高いイミノ基

が優先的に活性化されたため, イミン選択的にシアノ化

が進行したと考えられる. 現在, 計算化学によって反応

機構解析を進めている.  

 

 

図７ イミンシアノ化 

 

 
図８ イミンシアノ化体の13C NMR 

 

 

３．まとめ 

本研究では, 1,2-ケトイミンと TMSCN との反応におい

て, ルイス塩基触媒を用いるとケトン選択的に, ルイス

酸触媒を用いるとイミン選択的なシアノ化が進行する

ことを見いだした. 今後は, 計算化学による反応機構解

析を進めるとともに, 残されたカルボニル基およびイミ

ノ基の変換反応を検討し, 多官能性アルカノールアミン

の合成を目指す.  
  

 

参考文献 

(1) S. C Bergmeier, The Synthesis of Vicinal Amino 
Alcohols. Tetrahedron 2000, 56, 2561. 
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１．はじめに 

働き方改革ならびに新型コロナウィルスの感染拡大防

止対策として、在宅勤務が加速度的に普及した。多様かつ

柔軟な働き方を許容する空間（本研究ではマルチフレック

ス空間と称す）の構築が急務となっている。 

従来のオフィスでは、ダイナミックな空間内移動が定期

的に行われていたが、マルチフレックス空間では多種の行

為を同じ場で、かつ並行して行うこともある。行為によっ

て必要な明るさ等の照明要件、好ましい雰囲気は異なるが、

常時一定の環境に曝されることとなり、空間体験の貧困化、

惹いてはワーカーの疲労、生産性の低下を招く恐れもある。 

本研究の目的は、多様な空間用途で使われるワークスペ

ースにおいて相反する空間機能を両立させる光・照明環境

の制御手法を示すことである。今回は、仕事と休憩の双方

でVDT画面を見続ける状況でも、作業領域周辺の照明条件

によって視覚疲労を軽減できるか、被験者実験で検証した。 

２． 実験方法 

２．１ 実験空間 

図1に示す2つの実験ブース（W: 2700, D: 2000, H: 

2500）を作成した。壁・天井は白色壁紙（反射率83%）、床

は灰色カーペット（反射率 14%）で仕上げ、机両脇にはパ

ーティション（反射率 92%）を設置した。各実験ブースに

は机を2台ずつ設置した。各机の直上に天井照明（SAD423X, 

49 W）を配置し、作業中は500 lx, 5000Kで机上面を照ら

すようにした。休憩時の照明条件を設定するため、片方の

ブースには調光・調色可能なスポットライト（SXS3028W, 

13.6 W）を4台、もう一方のブースにはプロジェクタ機能

付きシーリングライト（popIn Aladdin 2 Plus, 190 W）

を天井中央に1台配置した。 

２．２ 実験条件 

作業時の照明環境は、机上面照度 500 lx、相関色温度

5000Kで常時一定とした。休憩時の照明条件を表1に示す。
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２．３ 実験手順と測定・評価項目 

被験者には、一般色覚の学生8名（男女各4名、平均22.6

歳）を用いた。被験者は2名一組で実験に参加した。一回
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6日間で全条件を体験した。 

図 3に一回の実験手順を示す。被験者は 10分間の休憩

を挟んで、60分間のVDT作業を2回行う。VDT作業は、20

表1 休憩時の照明条件 

相関色温度 
5000K 
5000K 

5000→3500→5000K 
5000K 
5000K 
5000K 

周辺照明 
- 
- 
- 

前方壁(スポットライト) 
両脇(スポットライト) 
前方壁(PJ付シーリング) 

机上面照度 
500 lx 

500→100→500 lx 
500 lx 
100 lx 
100 lx 
100 lx 

条件 
1 
2 
3 
4 
5 
6 

図1 実験室内の配置 
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図3 一回の実験手順 
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３．実験結果 

３．１ 視覚疲労 

① 臨界融合頻度CFF

被験者が5回測定したCFFのうち、2～4回目の中央値を代

表値として めた。図4にVDT作業によるCFF変化率（（作業

後-作業前）/作業前）を被験者8名の中央値で示す。CFFは値

が小さくなるほど、また、CFF変化率は値が小さいほど視覚疲

労が生じていることを表す。条件1以外は、休憩後の方がVDT

作業による視覚疲労の増加が緩和されている。特に、条件3～

6では、休憩後のCFF変化率が正の値を示した。 

② 焦点調節応答時間ART

被験者が測定した11～42回目のARTのうち、焦点が遠点か

ら近点に移動した際の ART16回分のデータの中央値を代表値

として めた。ARTは値が大きくなるほど、また、ART変化率

は値が大きいほど視覚疲労が生じていることを表す。図 5に

VDT作業によるART変化率（（作業後-作業前）/作業前）を被

験者8名の中央値で示す。条件5のみ、休憩後のART変化

率が休憩前よりも減少した。条件6は休憩中にVDT画面で

なく、机前方の壁面に映される動画を視聴したが、休憩後の

VDT作業でARTが著しく増加した。

③ 疲労自覚症しらべ

自覚症しらべの25の質問項目（5段階評価）は、5項目ず

つ5つの群（I群: ねむけ感, II群: 不安定感, III群: 不

快感, IV群: だるさ感, V群: ぼやけ感）の疲労に分類され

る。被験者8名の群ごとの評価点の合計値を総スコアとした。

 図6に例として、III群（不快感）とV群（ぼやけ感）の総ス

コアを示す。全ての群で、VDT作業後に総スコアは増える傾向

にあり、特に、V群の増加が大きかった。しかし、条件1と条

件 4では、休憩後の作業による総スコアの増加が抑えられて

いる。分散分析の結果、休憩後のIII群、V群の総スコアには

休憩中の照明条件による有意差があり、多重比較検定

（Bonferroni法）の結果、条件2と条件6で有意に総スコア

が高く、条件1と条件4で有意に総スコアが低かった。 

④ 視線動向

図7に視線動向を計測した被験者Aと被験者Tの作業中と

休憩中の VDT 画面注視時間割合を示す。VDT 作業時は、両被

験者とも約 55%の時間で VDT 画面を注視しており、休憩の前

後で差はなかった。被験者 Aは、作業時よりも休憩時に画面

を注視する時間割合が低く、特に条件1と条件5で低かった。

被験者 Tは休憩時の画面注視時間割合のばらつきが大きいが、

間割合が高かった。 

3.2 休憩時の光環境評価 

図 8に休憩時の光環境評価の一部を示す。スポットライト

を変動させた条件4と条件5は、まぶしさを感じ、不快と評

価する割合が他の条件より高かった。 

４．今後の課題 

 休憩時にもVDT画面を注視し続けることによる視覚疲労を

軽減する照明の動的制御について検討した。視覚疲労を軽減

するだけでなく、視的快適性を担保する制御方法を検討する

必要がある。 

本研究に関する主な発表論文 

(1) 望月:視覚疲労を軽減する休憩時の照明環境,日本建築

学会大会学術講演梗概集,環境工学I,pp.441-442 (2023)
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分間ずつの四則演算（2桁）、反転文字検索、テキストタイ

ピングである。60分間の作業開始前と作業終了後には、臨

界融合頻度（Critical Fusion of Flicker, CFF）を5回

（日本アルゴリズム株式会社、ヘルスビューワフリッカ

ー）、焦点調節応答時間（Accommodation Response Time, 

ART）を42回連続で測定した。また、被験者は疲労自覚症

調べに回答した。作業後と休憩後には、実験ブース内の光

環境を評価した。被験者2名は、実験中の視線動向を連続

で計測した（Tobii Pro Nano）。 

条件4以外は、作業時より休憩時の方が画面を注視する時 

求 

求 
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３．実験結果 

３．１ 視覚疲労 

① 臨界融合頻度CFF

被験者が5回測定したCFFのうち、2～4回目の中央値を代

表値として めた。図4にVDT作業によるCFF変化率（（作業

後-作業前）/作業前）を被験者8名の中央値で示す。CFFは値
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労が生じていることを表す。条件1以外は、休憩後の方がVDT

作業による視覚疲労の増加が緩和されている。特に、条件3～
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被験者が測定した11～42回目のARTのうち、焦点が遠点か
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快感, IV群: だるさ感, V群: ぼやけ感）の疲労に分類され

る。被験者8名の群ごとの評価点の合計値を総スコアとした。
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いる。分散分析の結果、休憩後のIII群、V群の総スコアには

休憩中の照明条件による有意差があり、多重比較検定

（Bonferroni法）の結果、条件2と条件6で有意に総スコア

が高く、条件1と条件4で有意に総スコアが低かった。 

④ 視線動向

図7に視線動向を計測した被験者Aと被験者Tの作業中と

休憩中の VDT 画面注視時間割合を示す。VDT 作業時は、両被

験者とも約 55%の時間で VDT 画面を注視しており、休憩の前

後で差はなかった。被験者 Aは、作業時よりも休憩時に画面

を注視する時間割合が低く、特に条件1と条件5で低かった。

被験者 Tは休憩時の画面注視時間割合のばらつきが大きいが、

間割合が高かった。 

3.2 休憩時の光環境評価 

図 8に休憩時の光環境評価の一部を示す。スポットライト

を変動させた条件4と条件5は、まぶしさを感じ、不快と評

価する割合が他の条件より高かった。 

４．今後の課題 

 休憩時にもVDT画面を注視し続けることによる視覚疲労を

軽減する照明の動的制御について検討した。視覚疲労を軽減

するだけでなく、視的快適性を担保する制御方法を検討する

必要がある。 

本研究に関する主な発表論文 

(1) 望月:視覚疲労を軽減する休憩時の照明環境,日本建築
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１． はじめに 

本研究ではロボットや人間の歩行補助におもりの加

減速の反力を利用する慣性アシストと呼ぶ手法を提唱

している．これは，図１(a)のようにジョイントの両側

の節の一方ともう一方の間に力を作用させる筋肉と同

じような形式ではなく，(b)のように１つの節にだけ力

を作用させるものである．アクチュエータは通常，バッ

クドライブに多少の力を必要とするため，直接アシスト

では，もともと持っている筋肉による運動を妨げる傾向

がある．慣性アシストはバックドライブの力がもとの運

動を阻害しない特徴がある．しかし，慣性アシストは関

節等の動きを直接制御しないため，行き過ぎによる転倒

などの恐れがあり，安定性確保との両立が課題である． 

 

(a) 直接アシスト (b) 慣性アシスト 

図１ 直接アシストと慣性アシスト 

 

従来研究では，上体のおもりを動かして重心移動に

加えて加減速の反力を利用して歩行を安定化させるも

の１）がある．これはあらかじめ計算した軌道で行うも

のであるが，本研究ではセンシングにもとづく状態に

応じた制御を基本としている． 

                           

２． おもり並進によるアシスト 

 図２のようにおもりをスライドさせ，端部で衝突を起

こし，その反力でアシストする装置を作成し，図３のよ

うに人間の跳躍のアシストを試みた．ただし，装置は小

型でアシスト量は小さい．アシストのタイミングについ

て検討を継続中である． 

 

図２ 並進型アシスト 

図３ 縦方向並進型アシスト装置を装着した歩行実験 

 

３． リアクションホイールによるアシスト 

図４の２足歩行ロボットは足先のソレノイドで地面

を蹴り，腰のピッチ軸にモータでトルクを加えて歩行す

る．これに図５のようにリアクションホイールを付け，

足先のレーザセンサの高さ計測情報で切り替える制御

を行い，左右揺動運動の安定化を実現した． 

 
図４ リアクションホイール付き２足歩行ロボット 
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図５ ロボット背面のリアクションホイール 

 

しかし，この実験ではアシスト量が小さいため，定常

歩行の安定化をするにとどまり，非常時の転倒回避や跳

躍のような大きな運動の生成はできていない． 

 

４． ジャイロスタビライザによるアシスト 

 図６のロボットは４点接地型ではあるが，２足歩行と同

様に左右の着地をくりかえすペース歩容を行うものであ

る．市販されている KENYON社製 KS-6(重量 1.6kg)２台を

胴体に直付けしてペース歩容をしているようすで，周期は

0.57秒である．なお，ジャイロスタビライザは長手方向が

横（左右）になるように胴体に固定したので，ペース歩容

で主に生じるロール軸回転に加えてヨー軸回転も抑制し

ている． 

 

図６ ジャイロスタビライザによる左右足上げアシスト 

 

５． コントロールモーメンタムジャイロによるアシスト 

 コントロールモーメンタムジャイロは図７のように回

転する物体の軸方向を変えることで，ジャイロモーメント

を発生するもので，リアクションホイールにくらべて，装

置の質量の割に大きなモーメントを発生しやすい． 

 

図７ コントロールモーメンタムジャイロ 

 

図８の２足歩行ロボットは左右揺動を生み出すロール

軸トルクと，遊脚振り出しを生み出すピッチ軸トルクの両

方を発生できるようにコントロールモーメンタムジャイ

ロを取り付けている．ジャイロの制御には足先レーザセン

サの信号を用いた． 

 

図８ コントロールモーメンタムジャイロ付ロボット 

 

さらにアシスト量を大きくして，跳躍を含む歩行の実現

を試みた．図９のロボットは全質量の２０％ほどのコント

ロールモーメンタムジャイロを搭載し，４点接地型ではあ

るが，２足歩行と同様に左右の着地をくりかえすペース歩

容を行うもので，写真右の軸足もわずかに浮いている． 

 
図９ コントロールモーメンタムジャイロによる小さ

な跳躍を含む歩行 

 

６． まとめ 

 ロボットや人間の歩行を慣性でアシストする手法とし

て，おもりの並進，リアクションホイール，ジャイロスタ

ビライザ，コントロールモーメンタムジャイロを用いるこ

とを試みた．とくに大きなアシスト力を発生させやすいコ

ントロールモーメンタムジャイロ方式について，アシスト

によって軸足が浮く跳躍を含む歩行が実現できることを

示した． 

 

本研究に関する主な発表論文 

(1) 米田 完：慣性アシスト型２足歩行ロボットの安定制

御，Robomech2022，2A1-P02，2022 
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本ロボット学会誌, 11-4, pp.581-586, 1993. 
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1. はじめに 

 Thermus thermophilus HB8株（基準株）は，1968年

に伊豆の峰温泉から単離された 70oC 付近に至適生育温

度をもつ高度好熱性の真正細菌である。HB8株は，培養

の容易さと遺伝子操作系が確立されたこと，さらに採取

者である大島泰郎博士が世界中の研究者に分与したこ

とから，様々な生化学研究の材料として用いられている。

熱安定なHB8株のタンパク質は，その扱いやすさから構

造生物学の主要なターゲットとなり，リボソームの立体

構造解明などノーベル賞につながる研究の材料にもな

った。また，HB8株をターゲットとした各種オミクス解

析により丸ごと一匹の理解を目指したプロジェクトが

2000 年代に実施された。これらのことから HB8株は，

生物学的な情報が数多く蓄積されたモデル生物のうち

の一つとなっている。 

 細胞膜を構成する脂質分子は，一般的にリン酸基が結

合したリン脂質と糖が結合した糖脂質に大別される。研

究対象とするT. thermophilusは，脂質１分子にリン酸

基と糖が結合した「リン糖脂質」を主要な細胞膜脂質分

子の一つとしてもつ（図１）。また，脂肪酸鎖は通常の

脂質でみられる 2 本ではなく 3 本で構成され，末端が

分岐した分岐鎖脂肪酸である。高温で安定な細胞膜を形

成するために特徴的な点をもつと考えられている。しか

しながら，2022年まで主要な 3種の脂質分子種のみ，

分子構造が報告されており，また，これらを含むすべて

の脂質分子種の生合成経路は未解明のままであった。 

 本研究者は，T. thermophilusが産生するすべての細

胞膜脂質分子種を同定すると共に，その生合成経路を明

らかにする研究に取り組んでいる。これまでに４番目と

なる脂質分子種の同定を行い，論文発表した(1)。また，

T. thermophilusが産生する脂質分子種をTLCで分離・

検出を行い，31 種の脂質スポットを見出した。官能基

を発色させる方法で，これら脂質のプロファイルを作成

し，論文発表した(2)。 

 そこで本研究課題では，未同定の脂質分子種を同定し，

生合成経路の全体像を明らかにすることを目的として，

脂質合成酵素の候補遺伝子を破壊し，脂質分子種の変化

を調べることで，遺伝子機能の同定を目指す研究を行っ

た。 

 

図1. T. thermophilus HB8株のリン糖脂質 

 

2. 研究の内容 

(1) 脂質合成酵素の候補遺伝子の選定 

 遺伝子破壊を行うにあたり，脂質合成酵素の候補遺伝

子の選定を行った。本研究者はT. thermophilusの細胞

内で起こる代謝反応の全貌解明を目指すThermusQプロ

ジェクト（https://thermusq.net）に参画しており，共

同研究者と共に推定脂質合成経路を作成し，web

（https://thermusq.net/pathway/PWBA0005PW/） 上で

公開している。その経路上に記載された反応に関与する

と推定される遺伝子を，T. thermophilusのゲノムのア

ノテーション情報や既知遺伝子との相同性から探索し

た。遺伝子破壊用のベクターが理化学研究所微生物材料

開発室（JCM）から購入可能な20種については，本研究

助成金で購入した。入手不可な候補遺伝子のうち6種に

ついて遺伝子破壊ベクター作成を試みた。 

 

(2) 遺伝子破壊ベクターの作成 

 JCMから入手ができなかった候補遺伝子について，遺

伝子破壊ベクターの作成を行った。破壊対象遺伝子の上

流と下流の各1000 bpの断片をPCRで調製し，約1000 

bpの抗生物質カナマイシン耐性遺伝子の両端に PCRを

利用して結合した，計3000 bpの断片を調製し，ベクタ

ーへクローニングすることで遺伝子破壊ベクターを作

成した。これまでに6種の遺伝子に対してベクター作成

を試みており，そのうち1種について遺伝子破壊ベクタ

ーが完成した。 
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(3) 遺伝子破壊株の作成 

JCMから購入した20種と研究室で作成した 1種の遺

伝子破壊ベクターを用いて T. thermophilus 遺伝子破

壊株を作成した。T. thermophilusを調製した遺伝子破

壊ベクターを用いて自然形質転換させ，細胞内で起こる

相同組み換えを利用して，カナマイシン耐性を得た株を

遺伝子破壊株として選択した。選択された遺伝子破壊株

候補は，ゲノム上に起きた遺伝子長の変化をPCRと電気

泳動法で確認することで同定した。その結果，計20種

の遺伝子破壊株を取得することができた。 

 

(4) 遺伝子破壊株の脂質パターン変化の解析 

 得られた遺伝子破壊株のうち，10 株を培養・集菌し

て脂質画分を抽出し，合成された脂質分子種をHPTLCで

解析した。8株は遺伝子欠損の有無で変化が見られなか

ったが，2株は遺伝子欠損により脂質パターンに変化が

見られた。 

 糖転移反応酵素遺伝子破壊株は，HPTLC上の極性が高

い領域で脂質スポットが増加するという変化がみられ

た（図２）。脂質極性頭部に結合する糖に変化がみられ

たか，あるいは結合する糖の長さに変化がみられたと考

えられた。現在，増加した脂質分子種の分子構造を同定

するための実験を進めている。 

 アセチル基転移酵素遺伝子破壊株は，主要脂質スポッ

トのうち 2 つが消失し，異なる 2 つの脂質スポットが

出現するという大きな変化がみられた（図３）。現在，

増加した脂質分子種の分子構造を同定するための実験

を進めている。 

 

3. まとめ 

 本研究課題の遂行により，T. thermophilusの脂質合成に

関連すると予想される遺伝子候補を見出すことができた。こ

れらは，未同定の遺伝子であるため，機能を明らかにできれ

ば，新規遺伝子の発見となる。遺伝子破壊株が新たに生成し

た脂質分子種を同定することで，遺伝子機能の解明をすべく，

実験を進めている。 

 先端研究推進プロジェクト助成金(II)の支援により，遺伝

子破壊ベクターの購入と遺伝子破壊株の脂質解析の実験を

行うことができた。また，本研究課題で 2024 年度科学研究

費基盤(C)（課題番号 24K08689）に採択された。T. 

thermophilusの脂質合成経路解明には，さらなる遺伝子同定

と脂質分子種の同定が必要となるため，引き続き研究を行う。 

 

本研究に関する主な発表論文 

(1) Naoki Nemoto et al., PGLN: A newly identified 
amino phosphoglycolipid species in Thermus 

thermophilus HB8. Biochem. Biophys. Rep. 3322. 101377, 

(2022). 

(2) Masahiko Kawaguchi et al., Profiling of lipids 

in Thermus thermophilus HB8 grown under various 

conditions. J.Gen.Appl.Microb.6699..79-90,(2023). 

                         

図2 糖転移遺伝子破壊株の脂質分子種変化の解析 

(A) T. thermophilus野生株（HB8株）のHPTLC分析結果，

(B) T. thermophilus糖転移遺伝子破壊株のHPTLC分析結

果。いずれの株も栄養培地，70oCで培養し，抽出した脂質

画分の全脂質を検出した。青線の脂質スポットのうち，PGL，

GL1, GL2は，主要な3つの脂質スポット。PGLNは，研究

者らが同定し，発表論文(1)で報告した新規アミノ糖脂質。

赤線の2つのスポットが，糖転移酵素遺伝子破壊により検

出された未同定の脂質スポット 

 

 

 

図 3 アセチル基転移酵素遺伝子破壊株の脂質分子種

変化の解析 

(A) T. thermophilus野生株（HB8株）のHPTLC分析結果，

(B) T. thermophilus アセチル基転移遺伝子破壊株の

HPTLC分析結果。いずれの株も栄養培地，70oCで培養し，

抽出した脂質画分の全脂質を検出した。。赤線の 2 つのス

ポットが，遺伝子破壊により検出された未同定の脂質スポ

ット。2つの主要脂質スポットGL1とGL2が消失した。 
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図2 糖転移遺伝子破壊株の脂質分子種変化の解析 

(A) T. thermophilus野生株（HB8株）のHPTLC分析結果，

(B) T. thermophilus糖転移遺伝子破壊株のHPTLC分析結

果。いずれの株も栄養培地，70oCで培養し，抽出した脂質

画分の全脂質を検出した。青線の脂質スポットのうち，PGL，

GL1, GL2は，主要な3つの脂質スポット。PGLNは，研究

者らが同定し，発表論文(1)で報告した新規アミノ糖脂質。

赤線の2つのスポットが，糖転移酵素遺伝子破壊により検

出された未同定の脂質スポット 

 

 

 

図 3 アセチル基転移酵素遺伝子破壊株の脂質分子種

変化の解析 

(A) T. thermophilus野生株（HB8株）のHPTLC分析結果，

(B) T. thermophilus アセチル基転移遺伝子破壊株の

HPTLC分析結果。いずれの株も栄養培地，70oCで培養し，

抽出した脂質画分の全脂質を検出した。。赤線の 2 つのス

ポットが，遺伝子破壊により検出された未同定の脂質スポ

ット。2つの主要脂質スポットGL1とGL2が消失した。 
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1． はじめに 

近年，テキスト（文章）から書き手の感情や読み手の

感情を抽出するために，様々な技術[1][2][3]が研究開

発されている．このような技術では，抽出対象となる感

情として，すべての感情の基本的な構成要素となりうる

基本感情が採用されることが多く，代表的なものとして

中村明の10感情「喜，好，安，哀，厭，怖，怒，恥，

昂，驚」[4]やR. Plutchikの8感情「喜び，信頼，恐

れ，驚き，悲しみ，嫌悪，怒り，期待」[5]が挙げられ

る． 

しかしながら，中村明の10感情は，近現代の小説に

おいて観察された登場人物の感情表現を著者の主観に

基づいて分類した結果であり，感情の分け方に客観的な

根拠があるわけでもなく，感情間の関係が明確に定式化

されているわけでもない．一方，Plutchikの8感情は，

感情の輪（Wheel of Emotions）とも呼ばれており，感

情の違いが基本感情の強度の違いや 2 つの基本感情の

混合の仕方の違いによって生じることを示しているが，

感情の違いは連続的ではなく離散的な扱いとなってい

るうえ，定式化もされていない． 

そこで本研究では，大規模なアンケート調査による感

情データの収集と分析に基づいて新たな基本感情を提

案するとともに，様々な感情と基本感情との間の関係を

関数により定式化することを目的とする．この研究目的

に対し，本稿ではアンケート調査による感情データの収

集と多変量解析（具体的には因子分析）によるデータ分

析の結果について報告する． 

2． アンケート調査による感情データの取得 

2.1 テキストデータ（ポスト）の取得 

本研究では，著作権やプライバシー等の問題を回避す

るために，X（旧Twitter）[6]上で実際に収集したポス

ト（ツイート）ではなく，アンケート調査によって得ら

れる模擬的なポストを用いる． 

まず，インターネット上のアンケート調査会社である

Fastask[7]に登録している20代～50代のインターネッ

トユーザ17,300人（男性8,587人，女性8,713人）を

対象に，Xアカウントの有無や Xへの投稿頻度を尋ね，

「たまにつぶやいている」以上の頻度で投稿しているX

ユーザ5,178人（男性2,684人，女性2,494人）を本研

究ではヘビー投稿ユーザとして抽出した． 

次に，この5,178人のヘビー投稿ユーザからランダム

に抽出した4,056人（男性2,104人，女性1,952人）に

対し，Fastask上で「あなたが普段しているようなポス

ト（旧ツイート）（140字以内）を今、投稿するようなイ

メージで入力してください。」という設問を提示し，一

人あたり1～2件のポストを創作してもらった．その結

果，合計で6,884件のポストを得ることができた． 

2.2 感情データの取得 

本研究では，分析に資する感情データを取得するため

に，20代～50代の男女 36人が参加するアンケート調

査を行う． 

まず，コスト削減のために，2.1節で得た6,884件の

ポストから 943 件のポストをランダムに抽出した．次

に，各ポストを36人の回答者らに読んでもらい，それ

ぞれのポストから感じるポスト投稿者の感情を推測し

てもらった．このとき，回答者らに提示した感情は，中

村明の 10感情と Plutchikの 8感情をベースに，生ま

れたての赤ん坊が 3 歳くらいまでに獲得すると言われ

ている感情[8]を考慮したものであり，表1に示した23

種類の感情が用いられた．また，各感情の強さを定量化

するために，「感じる（3点），少し感じる（2点），あま

り感じない（1点），全く感じない（0点）」という4段

階のリッカート尺度が採用された．なお，回答者らは，

クラウドワークス[9]というクラウドソーシング会社を

介して集められた36人の男女であった． 

表1 調査対象とする感情の種類（23種類） 

 快    興奮  信頼感  嫉妬 

 不快  好き  期待  誇り 

 悲しみ  喜び  得意  照れ 

 嫌悪  驚き  愛    共感 

 安心感  怒り  好奇心  羨望 

 恐れ  罪悪感  恥ずかしい 

 

以上の結果得られたデータに対し，各ポスト・各感情

における平均を求め，感情データとした．結果，943件

のポスト×23 種類の感情からなる感情データを得るこ

とができた． 
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3． 感情データの分析 

本節では，前節で得た感情データに対し，因子分析を

行うことで，感情データの背後にある共通性を明らかに

する． 

3.1 因子分析 

前節で得た感情データ（943 件のポスト×23 種類の

感情）に対し，因子分析（主因子法，プロマックス回転）

を探索的に行った．因子分析は，データの背後にある共

通性（すなわち因子）を見出すための分析手法であるが，

その因子数を 5～10 の範囲で変えながら因子分析を行

い，それぞれの結果を比較してみた．その結果，因子数

が6のとき，最も良い結果が得られた．このときの固有

値と寄与率，累積寄与率を表2に示し，各感情における

因子負荷量を表3にまとめる．なお，表3では因子負荷

量の絶対値が0.5以上となるセルを黄色にし，そのうち

負の値であったものを赤字にした． 

表2 因子分析の結果（固有値・寄与率） 

No. 固有値 寄与率 累積寄与率 

1 11.12 48.33％ 48.33％ 

2 1.98 8.59％ 56.92％ 

3 1.74 7.55％ 64.47％ 

4 1.60 6.97％ 71.44％ 

5 1.13 4.93％ 76.37％ 

6 0.89 3.87％ 80.24％ 

7 0.71 3.09％ 83.33％ 

8 0.61 2.66％ 85.99％ 

9 0.59 2.57％ 88.57％ 

10 0.47 2.03％ 90.60％ 

 

3.2 因子分析の結果に対する考察 

表 2より，固有値が 11.12～0.89となる因子が抽出

され，そのときの累積寄与率が80.24％であることがわ

かる．したがって，この6つの因子で感情データの持つ

情報量の80％強を表現できていると言える． 

また，表3を見てみると，因子1として，「嫌悪・不

快・怒り・悲しみ・恐れ ⇔ 好奇心・期待」という因子

軸（同じ共通性を持った感情群）が抽出されており，こ

れらの感情が 1 つの軸の強弱によって表されうること

や嫌悪等と好奇心等が対立する感情であることを示し

ている．一方，因子2には，「好き・愛・喜び・安心感・

快・共感・信頼感」という因子軸が抽出されており，ポ

ジティブな感情の多くが 1 つの軸によって表されうる

ことを示している．因子3には「誇り・得意」が，因子

4には「恥ずかしい・照れ」が，因子5には「羨望・嫉

妬」が，因子6には「興奮・驚き」が抽出されており，

単純なポジティブ/ネガティブとは異なった共通性を持

つ感情群があることを示している．なお，因子軸が他の

どの感情とも共通性を有さなかった感情として「罪悪感」

が残った． 

表3 因子分析の結果（因子負荷量） 

 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5 因子6 

嫌悪 0.925 -0.079 -0.050 -0.098 -0.021 0.220 

不快 0.851 -0.159 -0.052 -0.073 0.000 0.136 

怒り 0.832 -0.053 -0.009 -0.138 0.045 0.216 

悲しみ 0.744 -0.077 -0.012 0.070 0.214 0.038 

恐れ 0.600 -0.216 -0.057 0.050 -0.110 0.284 

期待 -0.791 -0.047 0.022 -0.072 0.323 0.088 

好奇心 -0.870 -0.201 -0.107 -0.002 0.106 0.459 

好き -0.100 0.924 -0.137 0.036 0.079 0.149 

愛 0.105 0.823 0.039 0.164 0.168 0.073 

喜び -0.099 0.815 -0.017 0.013 -0.081 0.166 

安心感 -0.077 0.764 0.034 -0.018 -0.100 -0.244 

快 -0.250 0.761 -0.032 0.013 -0.064 0.057 

共感 0.042 0.704 -0.071 -0.106 0.108 0.076 

信頼感 -0.114 0.653 0.155 -0.072 0.088 -0.053 

誇り 0.062 0.042 0.988 -0.021 0.057 0.159 

得意 -0.271 -0.073 0.641 0.028 -0.102 0.070 

恥ずか

しい 
0.042 -0.144 -0.021 0.886 -0.040 0.075 

照れ -0.121 0.186 0.016 0.715 0.006 -0.036 

羨望 -0.137 0.179 -0.018 -0.016 0.938 -0.131 

嫉妬 0.392 -0.110 0.066 0.005 0.616 -0.166 

興奮 -0.044 0.419 0.148 0.045 -0.025 0.642 

驚き 0.285 0.059 0.096 0.006 -0.150 0.589 

罪悪感 0.372 -0.162 -0.014 0.341 0.099 -0.030 
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１１．．ははじじめめにに 
2020年の内閣府の調査[1]によると，65歳以上は3,619万

人で日本の総人口の28.8%を占めている．今後は総人口が

減少する一方で 65 歳以上の人が増加することで高齢化率

は上昇することが予測され，医療・介護需要がさらに高ま

ると考えられる．また，日本における労働人口は減少傾向

にあり，医療・介護分野の人材不足も大きな問題となって

いることから，医療・介護分野でも福祉・介助機器やロボ

ットが導入され始めているが，まだ一般的とは言い難い．

これまでの福祉・介助機器は主に安全性・確実性が重視さ

れており，被介助者の心理的影響を考慮した介助に関して

はほとんど研究されておらず，熟練介助者が行うような心

地よいロボットが求められる．他方，心地よい介助を行う

人材の育成も急務である． 
そこで，人同士の身体的インタラクション特性に基づく

身体的リズムの同調に着目し，心地よい介助動作を生成す

る動作モデルを提案し，熟練者と同じような安心感のある

介助動作を行うロボットを開発することを目的とする．ま

た，介助者の人材育成のための教育システムとして，身体

的リズムの同調に重要な発話や動作の開始タイミング等

の介助技能を分かり易く可視化し，学習効果の高い活用方

法を検討したいと考えている． 
本稿では，起き上がり介助動作における熟練介助者の技

能を明らかにするために，非熟練者と熟練者を対象として

実験を行い，動作時間および動作軌跡・範囲を比較した結

果について示す． 
 

２２．．実実験験方方法法  

 本研究では，介助者が高さ 500mm のベッド上の被介助

者の右側から行う，仰臥位から長座位への起き上がり介助

動作を対象に，声かけ有り・無しの2条件で実験を行った．

実験協力者は非熟練者（大学生）24名および熟練者（実務

経験者）5名とした． 
本研究では，介助者の身体動作を計測するために，光学

式モーションキャプチャ(Acuity社製 Opti Track)を使用し，

マーカ 25 個を用いて上半身 13 部位（臀部，腹部，胸部，

頸部，頭部，左肩，左上腕，左前腕，左手，右肩，右上腕， 

 
右前腕，右手）の3次元座標位置を計測した．光学式モ

ーションキャプチャでの計測値と実際の動作・発声内容

を確認するために，ビデオカメラ2台（JVCケンウッド

社製 Everio GZ-EX270）およびマイクを使用した．マー

カを装着した介助者と 3 次元座標軸方向を図 1 に示す． 
本研究では，起き上がり介助動作の技能を動作時間お

よび身体動作軌跡・範囲として，動作分析により定量化

を行った．  
 
３３．．結結果果おおよよびび考考察察 
33..11  起起きき上上ががりり介介助助のの動動作作時時間間 

 計測した起き上がり介助動作を動作分析により「声か

け」「動作」に細分化して求めた動作時間の平均を声かけ

の有無で，熟練者と非熟練者の2群に分けて求め，統計

的検定（有意水準5%）を行った結果を図2に示す．図2
より，非熟練者に比べて，熟練者の動作時間の方が統計

的有意に短いことがわかった．「動作（声かけなし）」で

は熟練者が2.86秒，非熟練者は3.31秒で熟練者が約0.5
秒短く，「声かけ」では熟練者は2.67秒，非熟練者は2.96
秒で熟練者が約0.3秒短く，「動作」の平均動作時間は熟

練者が2.25秒，非熟練者が2.89秒で熟練者が約0.6秒短

いという結果になった．なお，今回の分析対象は，計測

データの欠損や異常値の無い非熟練者10名（男性7名，

女性3名），熟練者5名（男性3名，女性2名）とした．

また，データ数は，熟練者25データ×5名分（ただし1
名分はデータの一部欠損により23データ），非熟練者は

13データ×10名分であった． 
 分析対象の起き上がり介助動作の動画の内容を確認

すると，熟練者は起き上がり介助を行う体勢を整えてか

ら動作までの時間が短いが，非熟練者は体勢を整えるの

に時間を要していた．よって，熟練者と非熟練者では，

起き上がり介助動作の前の準備動作に時間差があると

考えられる．しかし，準備動作の時間の違いについては，

今後，詳細な動作分析と統計的検定を行う必要がある． 
  

33..22  起起きき上上ががりり介介助助ににおおけけるる身身体体動動作作軌軌跡跡・・範範囲囲  

声かけ有りの起き上がり介助動作時の介助者の各部 
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位の動作軌跡を熟練者と非熟練者で比較した結果，計測結

果が視覚的に異なる部位は左手および臀部であった．  

左手の動作軌跡は，熟練者はX-Z軸平面（矢状面）にお

いて X 軸方向に広く分布しているのに対し，非熟練者は

X軸方向への変化が小さいという違いが見られた．しかし，

Y-Z 平面（前額面）に関しては，熟練者と非熟練者で大き

な違いはみられなかったことから，熟練者は左手を使用し

て被介助者を自身の方へ引き寄せていると考えられる．被

介助者を介助者自身に近づけることでより広い範囲で被

介助者を支えることを可能にしていると考えられる．動画

で動作内容を確認すると，熟練者は実験回数が多くなるに

つれ，被介助者を起居する際に介助者の身体に引き寄せる

動きが大きくなっていた． 
臀部の動作軌跡は，熟練者はX, Y, Z軸方向ともに広く変

化していたが，非熟練者はX, Y, Z軸方向の全ての範囲が小

さい結果であった．このことから，熟練者は被介助者に近

い位置まで臀部を移動させて起居動作を行っているが，非

熟練者は被介助者から遠い位置で変化のない動作を行っ

ていると考えられる．動画で動作内容を確認すると，熟練

者の男性は肩幅以上に足を開脚しているが，非熟練者の足

は肩幅程度にしか開いていないために，臀部の位置に違い

が生じたと思われる． 
身体動作軌跡の結果（2 次元グラフ）より熟練者と非熟

練者に違いが見られたため，さらに各軸の身体動作範囲を

比較した．ただし，身体動作範囲の分析対象者は，計測デ

ータの欠損や異常値の無い非熟練者は男女各4名（各条件

5回ずつ） ，熟練者は男女各2名とした．なお，使用した

各5回分のデータは，各条件で実験全回を時系列に5区分

し，各区分から計測データの欠損や異常値の無い実験回を

ランダムに抽出した． 
熟練者と非熟練者の2群に分け，仰臥位から長座位時の

各部位の座標軸毎に動作範囲の平均を求め，統計的検定

（有意水準 5%）を行った結果を図 3 に示す．図 3 より，

熟練者と非熟練者間では，熟練者の動作範囲が統計的有意

に大きいことが示された．また，左手（X軸）および左前

腕（X 軸），右手（X 軸），腹部（Y 軸），臀部（X，Z 軸）

の平均値は，熟練者は非熟練者の 2 倍以上の値であった．

特に，熟練者の左手X 軸の動作範囲は非熟練者の3.41 倍

になっている．つまり，どの部位においても，熟練者は非

熟練者よりも動作範囲が広く，自身が大きく動くことで，

被介助者に近づき，身体をより広い範囲で支えながら起き

上がりの介助を行っていると考えられる． 
 
４４．．ままととめめとと今今後後のの課課題題 
本研究では，起き上がり介助動作における介助者の身体

動作を計測し，熟練の有無での違いを明らかにすることを

試みた．  
動作時間の比較により，非熟練者に比べて熟練者の方が

統計的有意に短いことが示された．また，モーションキャ

プチャで得られた身体動作軌跡・範囲の比較により，熟練

者は非熟練者に比べて，身体動作範囲が大きくなる傾向が

あることがわかった．熟練者は全身を使用し，被介助者を

自身に引き寄せ，重心移動が容易で安定した姿勢で起居動

作を行っていると考えられる． 
今後は，熟練者のデータを増やし，体格差や体重差，被

介助者に想定される病気やけがの症状を考慮した実験を

行い，同様の結果が得られるかを確認するとともに，被介

助者の受ける印象についても調査する必要がある．そして，

実験で得られた動作のタイミングや動作時間と動作軌跡

を反映した技能教育支援システムを構築し，効果的な活用

方法を検討したいと考えている． 
 最後に，本研究の実施にあたり，実験にご協力いただい

た皆様に感謝する． 
 

本本研研究究にに関関すするる主主なな発発表表論論文文  
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図1 機器装着時の介助者と3次元座標軸方向          

 

 

 

 

              

 

 

 

                       

図2 熟練者と非熟練者の平均動作時間の比較 

 
 
 
 
 
 
 
  

 図3 各部位の動作範囲の平均値の比較（声かけ有り） 
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図2 熟練者と非熟練者の平均動作時間の比較 

 
 
 
 
 
 
 
  

 図3 各部位の動作範囲の平均値の比較（声かけ有り） 
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１．はじめに 

 ヒトは自身の身体感覚に基づいて様々な姿勢をとっ

たり動作を展開したりしている．姿勢や動作を行う際，

ヒトは常に身体の外部の環境から様々な刺激を感覚入

力として受け，その刺激は感覚器から感覚神経を通って

中枢である脳に伝達される．刺激を受け取った脳はその

情報を統合し，適正な姿勢や動作を生み出すための指令

を生成する．その指令は脳から運動神経を通って抹消の

効果器に伝達されることで，結果として無駄のない効率

的な姿勢や動作が展開される．では，ヒトは自分自身の

姿勢や動作を様々な環境の中でどのように感じ，自身の

身体イメージを形成し，姿勢や動作を展開しているので

あろうか？これまでにも，ヒトの身体感覚や身体イメー

ジに関する多くの研究が行われているが，身体感覚に関

する客観的指標と主観的指標の連関について包括的に

捉えたものはほとんどなく，ヒトの身体イメージの形成

メカニズムについては，まだ十分に検討されているとは

言い難い． 

 そこで本研究では，身体感覚について，姿勢の再現課

題（位置感覚評価）や動作の模倣課題（運動感覚評価）

を通して，実際の姿勢や動作とその際の脳波計測による

客観的指標および姿勢や動作の主観的な出来栄えの点

数化や身体感覚の言語化を行い，これらの連関について

検討していく．さらに，浸水などの特殊環境における身

体感覚についての調査も行う． 

 

２．研究の内容 

 本報告では，浸水などの特殊環境における身体感覚に

ついての調査について，予備実験として実施した，陸上

環境および水中環境で肘関節の屈曲動作を行った際の

脳波を計測・比較した一連の内容について紹介する． 

(1)対象者 

 1 名の健常な成人男性(年齢44 歳)を対象とした．こ

の男性は本報告の執筆者であり，本研究の代表者である．

そのため，本実験に対してはその内容について方法およ

び考えうるリスク等については十分に理解しており，全

ての内容について本人の承諾のもと実験を行った．                         

(2)実験試技 

 陸上環境での座位姿勢における右肘関節の屈曲動作

および右腕のみ浸水させた水中環境における右肘関節

の屈曲動作とした．対象者はアイマスク実験者の合図の

後 30 秒間，座位，右腕の下方への伸展，手掌を前方に

向けた状態で安静にし(図1)，実験者の合図の後，任意

のタイミングで肘関節を90度屈曲した．また，対象者

の主観による90度屈曲の姿勢で約5秒間その姿勢を保

持した． 

 
 

(3)測定項目 

 本実験では，8chウェアラブル脳波計(Satellite，株

式会社クレアクト社製)を 2 機使用し，合計 16ch で実

験試技中の脳波を計測した．脳波を導出する電極は，国

際10-20 法に従ったFp1，Fp2，F7，F3，Fz，F4，F8，

C3，Cz，C4，P7，P3，Pz，P4，O1，O2の16箇所であっ

た(図2)． 

 

                           

図1. 座位安静状態 

図2. 国際10-20法に基づいた脳波電極の位置 
(株式会社クレアクト Satellite カタログより抜粋) 
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(3)解析方法 

 収録した脳波データは，Satellite専用の脳派計測ア

プリケーションソフト(Cygnus，株式会社クレアクト社

製)において眼球運動に関わるノイズを除去した後，csv

形式でデータをエクスポートし，MATLAB 上で動作する

オープンソースソフトウェアである EEGLAB(v2023.1)

を用いて解析を行った． 

 EEGLABにcsvファイルを取り込んだ後，1Hz-40Hzの

FIRバンドパスフィルタを掛けノイズを除去し，独立成

分分析により眼球運動およびその他の成分が抽出され

た場合については，その成分の波形をノイズとして除去

した．その後，Fp1，Fp2，F3，Fz，F4，P3，Pz，P4にお

ける時間周波数解析を行った．それぞれ，解析対象とす

る周波数帯域を3Hz-40Hzとし，ウェーブレットサイク

ルを3Hzで3サイクル，40Hzで8サイクルに設定した． 

(4)解析結果 

 図 3 に陸上環境，図 4 に水中環境での各電極におけ

る脳波の時間周波数解析の結果を示す． 

 全体として，陸上環境，水中環境ともに，いずれも10Hz

周辺に高い脳活動が認められた．また，図の0sec-30secは

安静時を示すが，特にその間の脳活動が目立った．30秒か

ら35秒の間は，陸上環境では10Hz付近に見られる脳活動

が低下あるいはほぼ消失する傾向が見られたが，水中環境

では脳活動が継続された． 

(5)考察およびまとめ 

 試技開始後0sec から30sec は，陸上環境，水中環境と

もに安静時であり，対象者はアイマスクをかけた閉眼状態

である．一般に，覚醒時の閉眼状態ではα波が出現すると 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

                

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

言われている．α波は 8-13Hz 付近に見られる電位変動の

ことを指し，認知処理の中断あるいは待機状態を反映して

いると解釈や，刺激の予測や準備状態を反映していること

が示唆されている．これは，本実験では 30 秒後の合図と

ともに開始する肘関節の屈曲動作試技の準備状態であっ

たことが伺える．しかし，30秒後に肘関節屈曲動作が開始

されたにもかかわらず，水中環境では特にP3，Pz，P4にお

いて活動が継続された．これらの部位は脳の大脳皮質の中

でも体性感覚野に相当するため，右腕を浸水させているこ

とによる体性感覚刺激が影響していると考えられる．また，

α波は認知や運動における抑制機能を反映する指標であ

るとも言われており，水中環境でこれらの部位において活

動が継続されたことは，体性感覚野を中心にした右腕の浸

水に伴う身体への体性感覚刺激による認知や運動の抑制

機能と関連を示している可能性が考えられる． 

 本実験では浸水による脳活動への影響が示唆されたが，

今後対象者数を増やすことや，より詳細な分析を進めてい

くことにより，ヒトの身体感覚や身体イメージによる姿勢

や動作メカニズムについて解明していくことが可能にな

ると考えられる．また，本研究ではさらに主観による身体

感覚や姿勢・動作の言語化を踏まえ，その連関について明

らかにすることで，ヒトの運動技能やスキルの獲得に対し

て有益な示唆を与えることにつながると考えられる． 

 

参考文献 

 開一夫ら(編)，河内山隆紀ら(著)．脳波解析入門 

Windows10対応版 EEGLABとSPMを使いこなす．東京大学

出版会．東京．2022． 
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１． はじめに 

重たい恒星の死である超新星爆発後に残される中性子

星は、この世に安定に存在する物質として最高密度の状態

にあり、その内部密度は通常の原子核密度の数倍から十倍

程度に達する。これ以上の密度になると、ブラックホール

が形成されるわけであるが、ブラックホールの内部情報は

基本的には取り出せないために、その内部状態を知ろうと

する試みは往々にして不毛になりがちである。むしろブラ

ックホールになる直前の密度状態にある中性子星を調べ

ることで、究極的な条件下における物質の特性が理解でき

るのではないかと期待され、そういった研究は近年とくに

盛んに行われている。 

このような背景を象徴するかのように、近年、NASAは中

性子星内部を調べることに特化したプロジェクトを立ち

上げ、国際宇宙ステーションに Neutron star Interior 

Composition Explorer (NICER)というX線観測機器を搭載

し、現在も中性子星の観測を続けている。これに加えて、

重力波干渉器（特にLIGOやVIRGO）による星の衝突に伴う

時空の揺らぎについての観測結果が照合されることで、

様々な中性子星の質量や半径に関する統計的な情報が

日々更新されている。その結果、高密度状態における物質

の固さや音速などが次第に明らかになりつつある。一方で

その他の、高密度物質の熱容量や熱伝導率などの物理的特

性については、いまだに多くの不定性が残されている。 

大袈裟な言い方をするならば、このような分野の研究は、

「物質とは何か？」といった根源的な問いに直結している

とも言える。本研究では独自の色分子動力学を開発し、こ

の問いに答えることを究極的には目指している。上述した

研究背景を踏まえ、本研究では、まず上述した天文観測結

果を再現しつつ、それによって得られた相互作用を用いる

ことで最終的には熱容量や熱伝導率など高密度物質の物

質的特性を明らかにすることを目的としている。このよう

な研究を段階的に行うことによって、クォーク（素粒子）

というミクロな描像から、中性子星というマクロな描像ま

でを統一的に理解する道筋を与えることができる。 

2. 色分子動力学について

我々が開発を進めている色分子動力学は、クォークの動

的挙動、および最安定状態をシミュレートするための理論

的枠組みに基づいている[参考文献１]。色分子動力学では、

各クォーク粒子の位置と運動量、そして色の内部自由度の

時間発展を追うことにより、物質の動的挙動を詳細に解析

することが可能である。本研究では、色電荷を持つクォー

クが一つのグルーオン交換を通じて相互作用するものと

している。さらに、色の閉じ込め現象に特有である粒子間

距離に比例するような相互作用も考慮されている。これら

の相互作用によってクォーク３つの状態(配位)で「無色

(白色)」となり、中性子や陽子といったバリオンが形成さ

れる様子が、我々の計算コードで自然と再現される。 

その他にも考慮に入れるべき相互作用はあるが、何にせ

よ全ての相互作用の強度等は、最近の天文観測結果(NICER

や重力波観測器)から得られた制約条件と一致するように

最適化を行う必要がる。さらに、それらの相互作用は、重

イオン衝突器（巨大加速器）から示唆される対称エネルギ

ーや圧縮率などを再現するものでなければならない。 

ひとえに最適化といっても、同じような分子動力学計算

を何度も繰り返す必要があり計算量が膨大になる。我々は

計算コードを並列化し、適切なジョブ管理の下、GPU を搭

載したスーパーコンピュータ（日本原子力研究開発機構所

有）を用いることで、この計算量の困難を克服した。 

計算コード開発時においては、スーパーコンピュータに

繋ぐのではなく、ローカルな環境で試し計算を幾度となく

行う必要があるために、それなりのスペックを持った計算

機が自ずと必要となる。科研費や本助成金を申請した理由

は、主にこのためである。 

3. 結果と今後の展開

我々は上述の色分子動力学計算によって、荷電中性およ

びベータ平衡条件下での圧力と音速の密度依存性を算出

することに成功した。注目すべきは天文観測や加速器実験

の結果を反映しつつ、図１に示しているような、各クォー

クの内部自由度に基づくクォーク非閉じ込めの様子が、再

現されたことである。我々の計算によると、物質の密度が

増加するにつれて、クロスオーバーを通じてクォーク非閉

じ込めが起きる様子がこの図を見てもわかる。高密度物質

の熱的特性（熱容量や熱伝導率など）は物質の組成や相互 
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作用に大きく依存するため、このように相構造が変化する

のならば、おそらく物質の熱的特性が大きく変化するはず

である。 

しかしながら、熱力学的諸量を導出する前に考慮すべき

点がまだいくつか残されている。高密度物質の特性を知る

上でも本質的に重要と思われるカイラル対称性の破れや

色磁気相互作用、ストレンジネスなどの影響などである。

今後は、これらを考慮に入れた上で、最終的に熱容量や熱

伝導率を導出する計画である。すでに色磁気相互作用に関

しては、導入することに成功しているために本年度中にこ

れらに関する物理的な特性（状態方程式など）を算出し、

まとめる予定である。 

 

本報に述べた我々の研究成果は、助成金受託期間中

(2024年2月)にPhysical Reviewに掲載された。また、本

年度はおかげさまで科研費基盤研究Cにも採択された。先

端研究推進プロジェクト助成金を採択して下さった附属

研究所、並びに日頃よりご支援いただいている千葉工業大

学およびスタッフに深く感謝したい。 
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図１: 各密度ごとにおけるクォークの色の閉じ込めが解ける様子。白色はクォーク３つがバリオンを構成している（色

の閉じ込めが起きている）ことを意味する。その他の色をもつ粒子は、色の閉じ込めが解けた非閉じ込めの状態にある

各クォーク状態を意味する。密度が増すにつれて非閉じ込めの状態がじわじわと増えている様子がわかる（クロスオー

バー）。つまり、その変化は急激に変わるといった一次相転移ではない。 
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のならば、おそらく物質の熱的特性が大きく変化するはず

である。 

しかしながら、熱力学的諸量を導出する前に考慮すべき

点がまだいくつか残されている。高密度物質の特性を知る

上でも本質的に重要と思われるカイラル対称性の破れや

色磁気相互作用、ストレンジネスなどの影響などである。

今後は、これらを考慮に入れた上で、最終的に熱容量や熱

伝導率を導出する計画である。すでに色磁気相互作用に関

しては、導入することに成功しているために本年度中にこ

れらに関する物理的な特性（状態方程式など）を算出し、

まとめる予定である。 

 

本報に述べた我々の研究成果は、助成金受託期間中

(2024年2月)にPhysical Reviewに掲載された。また、本

年度はおかげさまで科研費基盤研究Cにも採択された。先

端研究推進プロジェクト助成金を採択して下さった附属

研究所、並びに日頃よりご支援いただいている千葉工業大

学およびスタッフに深く感謝したい。 
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図１: 各密度ごとにおけるクォークの色の閉じ込めが解ける様子。白色はクォーク３つがバリオンを構成している（色

の閉じ込めが起きている）ことを意味する。その他の色をもつ粒子は、色の閉じ込めが解けた非閉じ込めの状態にある

各クォーク状態を意味する。密度が増すにつれて非閉じ込めの状態がじわじわと増えている様子がわかる（クロスオー

バー）。つまり、その変化は急激に変わるといった一次相転移ではない。 
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1. はじめに 

再利用可能な熱の有効利用が強く望まれており，これに

は，時間的に変動する温度と熱負荷に対応できる高効率な

熱輸送技術が必要である．そのなかで，自励振動ヒートパ

イプ (PHP) が今後の熱輸送デバイスとして注目される(1)．

本研究では，熱交換器におけるフィンとして PHP を適用

することを考え，時間変動する熱負荷に対する PHP の熱

輸送量の変動（熱輸送特性）の詳細を明らかにすることを

目的として，実験的研究をおこなった． 
 
2. 実験装置および実験方法 
図 1 に実験装置概略を示す．供試 PHP は風洞を用いて

冷却される．冷却空気は吸込みブロワーによって風洞内に

送られる．この冷却空気は，風洞前に設置された熱交換器

で25 °C一定とした．冷却空気流速は，5 m/s一定とした．

PHPの設置姿勢は，加熱部が鉛直下方となるボトムヒート

であり，管群放熱部のみに冷却空気が当たるようになって

いる．PHPの加熱は，加熱ブロック底面に押し当てられた

セラミックヒーターによって行った．PHPの詳細，および

温度測定位置を図 2 に示す．PHP 流路（管群放熱部）は，

外径3 mm，内径2 mmの銅管（20本）で構成されており，

冷却空気の流れ方向に対して2層，流れ方向に対して垂直

に 10 列で配置されている．PHP の外観の幾何形状は同一

であるが，上部ブロック内部の溝形状を変更することで，

非ループ型2D-PDP（図3(a)）・ループ型2D-PHP（図3(b)）・
3D-PHP（図 3(c)）の流路パスを実現した．作動流体には，

エタノールを用い，封入率は流路体積50 %一定とした． 
PHPに作動流体を封入したのち，加熱ブロックの底面に

押し付けたセラミックヒーターで 100 W の熱入力を行う

ことで，PHP 内の作動流体を自励振動させ，作動流体を

PHP全体に行き渡らせた．そして，ヒーターによる熱入力

を停止し，加熱部底面温度が冷却空気温度と等しくなった

のちに，ヒーターによる熱入力（熱負荷）Qを10 Wから

段階的に増加させた．このとき熱負荷の変更は，各部温度

が十分に定常状態になったことを確認したのちに行った．

なお，実験装置保護のため，加熱部底面温度Thが90 °Cを

超える前に実験を終了した．本研究では，加熱部底面温度

Th と冷却空気温度 Tair の温度差を用いた熱抵抗 Rth により

PHPの熱輸送性能を評価した．  

Fig. 1  Experimental setup.

Fig. 3 Flow path.
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3. 実験結果および考察 
図4に非ループ型2D-PHP（図4(a)），ループ型2D-PHP

（図4(b)），および3D-PHP（図4(c)）の各部温度の時間変化

を示す．図4では，熱負荷Qを一定に保った区間を破線で

示し，そのQの値をグラフ上部にあらわしている．図4(a)
より，銅管表面温度 (Tf1, Tf2, Tf3) に注目すると，非ループ

型2D-PHPでは，Q = 40 Wのときに定常的な温度振動がみ

られ，流路内で液柱が安定的な自励振動を開始している

（スタートアップ）ことがわかる．また，ループ型2D-PHP
（図 4(b)）および 3D-PHP（図 4(c)）では，1 層目はQ = 40 
W（2層目はQ = 30 W）でスタートアップした．このこと

から，流路形状の差異によってスタートアップ熱負荷に大

きな差は生じないということがわかる．この理由は，つぎ

のとおりである．3つのPHPの流路形状の違いは，PHPの

上部にループ形状が存在するかどうかであり，それより下

部の管群放熱部や加熱部の構造は同じである．そのため，

液柱自励振動が生じていない状況（スタートアップ前）で

は，PHPの下部の加熱ブロックにおいて作動流体が沸騰し，

上部の管群放熱部で凝縮した作動流体が加熱ブロックへ

流下するというサーモサイフォンと同様な動作をしてい

る(2)ため，ループ形状の有無による差が生じず，3つのPHP
は同様の挙動を示したものと考えられる． 
非ループ型2D-PHP，ループ型2D-PHP，および3D-PHP

における熱負荷Qと熱抵抗Rthの関係を図5に示す．同じ

QにおけるRthを比較すると，低熱負荷時 (Q ≤ 40 W) では，

非ループ型2D-PHP，ループ型2D-PHP，および3D-PHPに

おいて差は生じなかった．これは前段落で議論したように

スタートアップ前ではサーモサイフォンと同様な動作を

しているため，ループ形状の有無による熱輸送性能の差は

ほとんど生じなかったものと考えられる．また，スタート

アップ後からQ = 60 WまでにおいてもRthに差が生じなか

った理由は，スタートアップ後もしばらくの間はループ型

2D-PHP や 3D-PHP においても作動流体の循環は生じず，

ループの形状の有無が Rth に影響を及ぼさなかったためで

あると考えられる． 
Q = 60 W より大きい高熱負荷の場合では，非ループ型

2D-PHPのRthはわずかに増加し，Q = 100 Wからは，おお

よそ一定となった．これは，非ループ型2D-PHPにおいて

Qの増加に伴い，加熱部への作動流体の供給が不足したこ

とにより熱輸送性能が低下したものと考えられる．一方で，

ループ型2D-PHP と3D-PHPのRthは，Q = 60 W 以降もQ
の増加に伴い単調に減少した．これは，ループ型 2D-PHP
と3D-PHPでは，PHP上部のループ形状が存在することに

よって，流路内作動流体が循環流を形成するようになった

結果，非ループ型2D-PHPの場合と比較して熱輸送性能が

向上したものと考えられる． 
ループ型 2D-PHP と 3D-PHP の熱輸送特性については，

いずれのQにおいてもRthは，おおよそ等しかった．この

ことから，PHP上部のループ形状が存在すると，本実験の

範囲内においては，1 層目と2層目の流路の接続の有無に

よって熱輸送性能に差が生じないことが明らかになった． 

4. おわりに 
管群放熱部を有するフィン型の自励振動ヒートパイプ 

について，時間変動する熱負荷に対する熱輸送性能の変化

を実験的に調査した．さらに，流路の形状が熱輸送特性に

及ぼす影響についても明らかにすることができた．本研究

は，変動する熱負荷に対して安定的な熱輸送を実現する熱

輸送デバイスの開発の基礎的知見を得ることができ，今後

の研究開発につながる有益なものであると考えている． 
 
参考文献 
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１１..  ははじじめめにに  

現代の日本では，少子高齢化や生産年齢人口の減少と

いった社会問題が企業の存続や発展に大きな影響を与

えている．このような背景から，企業の持続的成長を促

す手段として「健康経営」という概念が注目を集めてい

る．健康経営とは，従業員の健康管理を経営戦略の一環

として捉えるものであり，従業員の健康を確保すること

が企業の生産性や競争力の向上につながると提唱され

ている．健康経営に期待される効果を図１に示す． 

 

 

 

 

 

 

図１ 健康経営の効果 

健康意識の高まりにより従業員の幸福度を向上させ

ることが組織の活力につながり，その結果事業活動の活

性化やイノベーションの促進につながるという考え方

が広まりつつある．しかし，健康経営が企業イノベーシ

ョンに与える影響については，まだ明確になっていない．   

本研究では，健康経営がイノベーションに与える影響

を，特許出願件数や財務指標に反映される形で検証し，

健康経営の有効性を検証する．  

 

22..  研研究究方方法法  

企業イノベーションに対する健康経営の効果を明ら

かにするために，本研究では2種類のアプローチ（特許

分析，財務分析）を採用した． 

 

22..11  特特許許分分析析にによよるるイイノノベベーーシショョンンのの測測定定  

特許出願件数は企業の技術的創造性および研究開発

(R&D)能力を示す指標となるため，特許出願件数をイノ

ベーションの代理指標となる．本研究では2023年に健

康経営銘柄に選定された企業群よりプロダクトライフ

サイクル（PLC）が比較的短い企業と比較的長い企業を

選定し，各企業の特許出願件数を健康経営認定前と認定

後で比較した．特許データは特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat；特許庁)[1]から取得した． 

 

22..22  財財務務指指標標をを用用いいたた分分析析  

健康管理が企業の財務パフォーマンスに与える影響

を評価した．財務指標の中で、特に営業利益率，自己資

本利益率(ROE)，総資産利益率(ROA)に着目して検証する

ことで，健康管理戦略の導入前と導入後の企業パフォー

マンスを比較した．これらの財務指標は企業が自社のリ

ソースをどの程度最適に活用しているか，また，その経

済パフォーマンスがどの程度改善しているかを間接的

に示している．財務指標データは EDINET(金融庁)を利

用し，健康経営を導入した企業の業績の変化を分析した． 

 

３３..  結結果果おおよよびび考考察察  

33..11  特特許許分分析析のの結結果果とと考考察察  

健康経営銘柄に選定された企業の中から，PLCが短い

企業の代表例としてニチレイ(2016 年健康経営認定)と

PLC の長い企業の代表例とニッポン高度紙工業 (2019

年健康経営認定)を比較した．ニチレイとニッポン高度

紙工業における健康経営の特許出願件数への影響を図

２に示す．ニチレイでは導入前と比較して件数は増加し

ている．このことにより、健康経営が従業員の健康増進

を通じて研究開発の生産性を高めることができ，それが

比較的短期間のうちにイノベーション活動に反映され

ている可能性を示唆している．一方，PLCが比較的緩や

かなニッポン高度紙工業の場合，健康経営導入前後で顕

著な変化は見られない．PLCが長い企業では技術開発サ

イクルが長いため，健康経営の効果が直ちに顕在化して

いない可能性がある．したがって，長期的な時間軸で健

康経営の影響を評価する必要性が示唆された． 
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図２ PLCが短い企業とPLCが長い企業における健康

経営の特許出願件数への影響 

 

33..22  財財務務分分析析のの結結果果とと考考察察  

PLC が短い企業であるニチレイは健康経営を導入し

て以来，営業利益率は一貫して上昇傾向にあり，自己資

本利益率(ROE)は，前述の導入から2年間にわたって上

昇傾向を示した．この結果は，PLCが短い組織では，健

康経営が比較的短期間で財務指標に好影響を与え，企業

の競争力を高めている可能性を示唆している． 

一方，PLCが長い企業であるニッポン高度紙工業では

健康経営認定前後で営業利益率の顕著な変化は見られ

ず，ROEは認定後一時的に低下している．しかし，2021

年にはROEの増加が確認され，営業利益率も回復し始め

ている．このことにより，PLCが長い組織では，健康経

営の財務的影響がすぐに事業活動の結果に反映されに

くい可能性があることを示している． 

 

 

図３ PLCが短い企業と長い企業における健康経営の

財務指標への影響 

 

４４..  おおわわりりにに  

本研究では特許申請と財務指標を用いて健康管理が

企業のイノベーションに与える影響を検証した．その結

果，PLCが短い企業では，健康管理を導入した後に特許

申請件数と財務実績が改善しており，従業員の健康状態

の改善が R&D および事業開発の成果に比較的早期に反

映されている可能性が示唆された．一方，PLCが長い企

業では成果が出るまでに時間がかかる傾向が見られた．

これらの結果は，短期的な成果を求める企業にとっては，

健康経営が即効性のある施策として期待できる一方で，

PLC が長い企業にとっては長期的な視点が重要である

ことを示唆している．また，イノベーションの影響を正

確に評価するためには，特許や財務指標だけでなく，従

業員の創造性や社外との連携といった定性的な要素も

含めた多面的な評価が必要である．今後，健康経営が企

業成長に与える影響を定量的・定性的な両面から総合的

に検証していく予定である． 
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１．はじめに 

エネルギーと水資源の確保は地球規模での課題であり，

海水淡水化や蒸留水製造などの水処理プロセスにおいて

化石燃料の消費量低減と再生可能エネルギーの導入を促

進することは，持続可能な水利用システム構築のために重

要である(1,2)．さらに，太陽エネルギーで自立して駆動す

る技術が確立できれば，自然災害等によるインフラ機能停

止時においても小型分散システムとして広く活用される

ことが期待できる． 

太陽熱で駆動される蒸留システムは，太陽熱で水を蒸発

させる蒸発器と，蒸気を凝縮させるコンデンサにて構成さ

れる．日射の光熱変換は申請者らの研究(3)を含め先行研究

も多く，近年では蒸発器についての性能向上が報告されて

いる(4-6)．一方，コンデンサでの凝縮速度は蒸発速度を大き

く下回り，コンデンサの性能向上を実現するための基礎技

術の構築が求められている(7)． 

コンデンサの凝縮面は，凝縮水が連続的に生成し，同時

に蒸気の凝縮熱で加熱されるため，背面（放熱面）から周

囲環境への放熱を要する．コンデンサ凝縮面・放熱面の性

能向上に関する検討は，それぞれの界面における水と熱の

輸送現象の観点からアプローチできる．凝縮面と放熱面の

それぞれに関し，日照下においてコンデンサでの凝縮速度

を低下させる要因として，凝縮水が凝縮面を覆うことで熱

抵抗となり連続的な蒸気の凝縮が妨げられる点，および日

射と大気温度上昇により周囲環境への放熱が阻害され凝

縮面温度が上昇する点が考えられる．そこで，我々の研究

では，コンデンサの凝縮面と放熱面の双方において機能的

な界面の設計を行うことを提案し，以下の内容について取

り組んでいる． 

（A）親疎水ハイブリッド表面の創製による凝縮水の微小

水滴形成とパッシブ排水 

凝縮水が滞留すると蒸気の凝縮面への接触が阻害され

るため，凝縮水を滴状に形成させ速やかに凝縮面上から排

出することが望ましい．そこで，親疎水ハイブリッド表面

の形成により凝縮形態を制御し，かつ凝縮水を導く排水路

の形成により水輸送を制御する． 

（B）光学的な表面設計に基づく放射冷却機能による周囲

環境への放熱促進 

可視・近赤外光を中心とする太陽光を反射し，大気の窓

の波長域（8～13 μm）を中心とした赤外光を熱放射する

よう放熱面の光学特性を設計することで放射冷却機能を

付与し，空気の自然対流による徐熱だけでは達成できない

放熱を実現する． 

 さらに，分光エネルギー表面設計に基づく放射冷却と，

水の蒸発による熱輸送とを共存させた複合冷却メカニズ

ムを新規に確立し，大気放熱の機能を増強させることを目

指している．熱放射層と水輸送層から成るマイクロ構造層

を形成することで，放射冷却を行いつつ，冷却水を毛管力

で輸送して微小孔から蒸発させる自立的な放熱過程を実

現する．マイクロ構造層の基礎特性を明らかにし，コンデ

ンサへ実装して大気放熱を評価することで，先行技術に対

する優位性を実証することを目指している． 

今回の研究期間では，大気放熱マイクロ構造層の製作プ

ロセス構築，および製作した試料に関する基礎特性の評価

に取り組んだ．蒸発孔をもつ熱放射層の作製では，放射冷

却に適した光学特性をもつ素材を用いて厚さ数百ミクロ

ンの膜を多孔質状に成型するプロセスを検討した．さらに，

マイクロ構造層の形成のため親水性ポリマー多孔質体を

熱放射層と組み合わせる手法を構築した．このように製作

された試料について，分光計測による放射冷却の機能性を

評価した．具体的には，マイクロ構造層における拡散反射

を定量評価すべく分光光度計へ積分球を導入して可視～

近赤外光の半球反射率を測定するための実験環境を整備

し，試料の拡散反射に関する特性を評価した．最後に，熱

放射層における蒸発孔の流体透過性の基礎評価として，制

御ガス（窒素・空気）を流通させる装置を作製して窒素ガ

ス側での酸素濃度変化を計測することにより，ガス透過速

度に関する知見を得た．以上の実施内容により，今後の研

究を進めていくための基盤を構築することが可能になっ

た． 

以下に，上述の取組みに関する具体的な内容について報

告する． 

２．研究の方法 

（１）凝縮面の製作プロセス構築および排水機能の評価 

凝縮水滴のサイズ制御のため，サンドブラスト用マスク

に200～500 µmの周期的パターンを作製し，銅板表面への

サンドブラストと疎水性コーティング剤の塗布により，マ
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スクでデザインした親疎水パターンを得る．製作した凝縮

面に水蒸気を吹き付け，滴状凝縮と排水の様子を観察し，

界面制御による効果の検証と，排水路形状などの改良を行

う．さらに性能の定量評価のため，温度・圧力の条件を制

御した環境で，凝縮面における水回収速度の計測が可能な

チャンバーを製作する．凝縮水の凝縮形態と排水の様子を

観察できる計測系を構築する．太陽熱蒸留システムの蒸発

器から供給される蒸気を想定して温度・圧力などの計測条

件を設定し，計測を実施する．また，凝縮面に生成する水

滴の様子を撮影し，水滴径のサイズ分布を画像解析から得

る．実機における周囲環境条件の変化に対応できるよう，

系統的なデータをまとめる． 

（２）放熱面の製作プロセス構築および分光エネルギー輸

送特性の評価 

アルミ板を鏡面研磨して可視光の高い反射率を維持し

た上で，大気の窓を中心とする赤外域において高い放射率

を有する高分子素材である PDMS をコーティングし，放射

冷却機能を創出する．可視・近赤外・赤外域にわたる分光

光度計測により表面の反射率スペクトルを計測すること

により，分光エネルギー輸送についての特性を評価する． 

（３）蒸留システムにおけるコンデンサとしての性能評価，

および設計指針の提示 

蒸留システムへの適用を検討するため，放射冷却機能を

備えたコンデンサを製作する．屋外の日照環境下で試験を

実施することを想定した実験装置を準備し，湿り空気を供

給することでコンデンサ性能を評価する．さらに，一連の

実験により得られた結果をまとめ，周囲環境条件に応じて

十分な性能を得るためのコンデンサおよび蒸留システム

に関する設計指針を提示する． 

 

３．研究の状況 

（１）凝縮面の製作プロセス構築および排水機能の評価 

金属面の親疎水ハイブリッドパターン形成により，凝縮

形態および排水の制御が実現されることを示した．さらに，

高分子素材による膜形成を用いて非金属面上に形成され

た高分子膜ハイブリッドパターンにおいても同様の効果

が得られることを実証した． 

（２）放熱面の製作プロセス構築および分光エネルギー輸

送特性の評価 

放射冷却コンデンサは，蒸留システムの設置環境や構成

に応じて，要求される機能や適する形態が考えられる．そ

のため，当初の計画としていた太陽光を金属面により鏡面

反射させる方法に加え，光散乱性セラミクス粒子の放射層

内分散により拡散反射させる方法，さらに可視光を透過さ

せシステム内部で熱利用する方法，のそれぞれについて放

射冷却面を試作して評価を行った．各機能面の作製プロセ

スを構築するとともに分光エネルギー輸送特性を明らか

にした． 

（３） 放射冷却コンデンサの性能試験 

日照下において放射冷却コンデンサによる凝縮水回収

を行う試験を実施し，その性能を評価した．取得した温度

データに加えて日射量や風速などの気象条件を考慮し，放

射冷却による放熱量を推算することにより，本研究で作製

した放射冷却コンデンサの放熱機能を実証した． 

（４）周辺技術の基礎検討 

凝縮水回収を固体表面上で制御するために応用可能な

手法として，親水性ナノ粒子コーティングを用いたパッシ

ブな水輸送の基礎技術を構築している(8)．放射冷却コンデ

ンサが屋外の低温環境にさらされた場合に予期される着

氷の問題に関し，放射冷却コーティング材料へのマイクロ

表面パターン加工により水滴の凝固遅延の効果が得られ

ることを明らかにしている(9)．さらに，蒸発現象を高度に

制御することが可能な蒸発面の実証を行った(10)． 

 

４．おわりに 

以上の検討により，本研究で提案した太陽熱蒸留システ

ムのための放射冷却コンデンサについて，その応用に必要

な各種の要素技術を提示することができた．また，各技術

のさらなる展開へ向けた指針を得ることができた．太陽熱

利用の工学的な観点からは，高温場を形成する集熱だけで

なく，周囲環境への放熱を制御する技術を確立することで，

新たな太陽熱利用システムに関する展望が開ける．世界的

に脱炭素社会の実現へ向けた取り組みが加速する中，再生

可能エネルギー利用の可能性を示す技術として今後の進

展が期待される． 
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な各種の要素技術を提示することができた．また，各技術

のさらなる展開へ向けた指針を得ることができた．太陽熱

利用の工学的な観点からは，高温場を形成する集熱だけで

なく，周囲環境への放熱を制御する技術を確立することで，

新たな太陽熱利用システムに関する展望が開ける．世界的

に脱炭素社会の実現へ向けた取り組みが加速する中，再生

可能エネルギー利用の可能性を示す技術として今後の進

展が期待される． 
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１． はじめに 
循環アルミニウムの利用率は，現在，鋳造材がおおむね

100%，一方，展伸材は10 %程度に留まる．需要の大きい展伸

材への利用率を高めるには，さらなる精製技術の進歩が必要

である．著者らは，過共晶組成のAl-Fe合金あるいはAl-Si合
金に直流電流と磁場を印加し，そのまま凝固させると，初晶

が合金表層に分離する現象を発見した 1）．当該現象は，一般に

報告されている電磁分離 2,3）とは異なり，凝固過程で生じる．

そこで本稿では，当該現象を利用したプロセスを「電磁凝固

プロセス」と記す．電磁凝固プロセスは，「材料の精製」と「材

料の創製」の両方に応用可能な新しい技術として興味深い． 
電磁凝固プロセスを用いると，初晶Si で覆われたAl-Si 合

金を作製できる．また初晶Siを含まない領域は微細な

織となる 4）．本研究では，材料の創製という観点から電

プロセスを適用した Al-Si 合金の引張特性を明らかにした．

 ２．実験方法 
２．１ 試料および電磁凝固プロセスについて 

Al-25Si合金とAl-13Si合金を研究に用いた．表 1に各合金

の組成，図1にAl-Siの二元系状態図を示す．Al-13Si合金は，

おおむね共晶組成(12.6mass%Si)となっており，電磁分離プロ

セスにより作製した共晶合金と性質を比較検討するために用

いている． 

 
 

本研究では，はじめに電磁力印加機構を備えた実験装置を

作製した(電磁凝固装置と記す)． 図2 に電磁凝固装置の

図を示す． 
表1 に示す各合金をワイヤーカット放電加工によりφ18 mm，

長さ90 mm の丸棒に加工し，φ20 mm，長さ120 mmのムラ

イト管内に挿入した．その端部を耐熱性無機接着剤により黒

鉛電極に接着し，図 2 のように装置へと固定した．試料を炉

内で溶解し，所定の温度に達してから永久磁石の磁極間 (磁束

密度0.54 T)に移動，電流を印加しながら室温にて自然凝固さ

せた．なお永久磁石としてはネオジム磁石を用いた．各合金

の凝固条件は次に示すとおりである． 

【Al-13Si合金】 
950℃に達したことを確認し，室温にて自然凝固 

【Al-25Si合金】 
条件① 950℃に達したことを確認し，室温にて自然凝固 
条件② 950℃に達したことを確認し，直流電流 100 A と磁

場を印加しながら室温において自然凝固 

 

表 1  Al - Si合金の化学分析値  ( mass% ) 

図1  Al-Si系二元状態図 

13mass%

25mass%

950℃

NiTiZnCrMgMnCuFeSiAlloy
0.000.010.000.000.000.000.000.1412.7Al-13Si
0.010.010.000.000.010.010.000.2025.0Al-25Si

永久磁石

ステンレス棒
電気炉

黒鉛電極
試料固定装置
(ムライト管)

図2 電磁凝固装置の模式図 

共晶組

磁凝固

模式
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以下Al-25Si合金に関しては，各条件による試料をAl-25Si①
およびAl-25Si②と分けて記す．実験後，凝固した試料を装置

から取り出し，精密切断機で所定のサイズに切断，粗研磨お

よびバフ研磨を行い，光学顕微鏡観察を行った． 
 
２．２ 引張試験 
引張試験片の作製に当たり，実験により得られた試料の全

てに関し，X 線計算機トモグラフィー（X-ray computed 
tomography X 線 CT）により内部欠陥の有無を確認した．そ

して欠陥のない領域から図 3 に示す形状の引張試験片を採取

した．Al-25Si②に関しては，鋳塊試料中央領域の共晶部から

試験片を作製した． 
引張試験の試験規格はJIS Z 2241とし，初期ひずみ速度

2.5×10-4 s -1 の条件で実施した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．結果 
図4にAl-13Si，Al-25Si①，Al-25Si②の試料断面の光学顕微

鏡組織を示す。Al-13Siのマトリックスは共晶，その中に小さ

な初晶Siがわずかに分散していた．Al-25Si①には粗大な初晶

Si が組織全体にわたり分散していた．一方，電磁凝固プロセ

スを経た Al-25Si②の場合，粗大な初晶 Si は鋳塊外周部にの

み観察された．中央部は，微細な共晶と非平衡凝固により晶

出した初晶αAlデンドライトが確認された．引張試験片は試

料中央から採取しており，それぞれ図 4 の中心部と同様の組

織であることが確認された． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に引張試験結果を示す．降伏応力は Al-13Si が 61 MPa，

Al-25Si①が66 MPa，そしてAl-25Si②が93 MPaとなった．引

張強さはAl-13Si が129 MPa，Al-25Si①が66MPa，そしてAl-

25Si②が 169MPa となった．電磁凝固プロセスを施すことに

よって降伏応力と引張強さは，共に著しく向上することが明

らかとなった． 
 
4. 結言 
本研究では，従来の研究成果に基づいて電磁凝固装置を作

製し，電磁凝固プロセスにより，初晶Siを含まない微細共晶

組織からなる試料を得た．また引張特性を明らかにし，材料

創製における電磁凝固プロセスの有効性を示した． 
 
 

参考文献 
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図3 引張試験片の形状 
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図4 各条件により作製した試料の光学顕微鏡組織 
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以下Al-25Si合金に関しては，各条件による試料をAl-25Si①
およびAl-25Si②と分けて記す．実験後，凝固した試料を装置

から取り出し，精密切断機で所定のサイズに切断，粗研磨お

よびバフ研磨を行い，光学顕微鏡観察を行った． 
 
２．２ 引張試験 
引張試験片の作製に当たり，実験により得られた試料の全

てに関し，X 線計算機トモグラフィー（X-ray computed 
tomography X 線 CT）により内部欠陥の有無を確認した．そ

して欠陥のない領域から図 3 に示す形状の引張試験片を採取

した．Al-25Si②に関しては，鋳塊試料中央領域の共晶部から

試験片を作製した． 
引張試験の試験規格はJIS Z 2241とし，初期ひずみ速度

2.5×10-4 s -1 の条件で実施した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．結果 
図4にAl-13Si，Al-25Si①，Al-25Si②の試料断面の光学顕微

鏡組織を示す。Al-13Siのマトリックスは共晶，その中に小さ

な初晶Siがわずかに分散していた．Al-25Si①には粗大な初晶

Si が組織全体にわたり分散していた．一方，電磁凝固プロセ

スを経た Al-25Si②の場合，粗大な初晶 Si は鋳塊外周部にの

み観察された．中央部は，微細な共晶と非平衡凝固により晶

出した初晶αAlデンドライトが確認された．引張試験片は試

料中央から採取しており，それぞれ図 4 の中心部と同様の組

織であることが確認された． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に引張試験結果を示す．降伏応力は Al-13Si が 61 MPa，

Al-25Si①が66 MPa，そしてAl-25Si②が93 MPaとなった．引

張強さはAl-13Si が129 MPa，Al-25Si①が66MPa，そしてAl-

25Si②が 169MPa となった．電磁凝固プロセスを施すことに

よって降伏応力と引張強さは，共に著しく向上することが明

らかとなった． 
 
4. 結言 
本研究では，従来の研究成果に基づいて電磁凝固装置を作

製し，電磁凝固プロセスにより，初晶Siを含まない微細共晶

組織からなる試料を得た．また引張特性を明らかにし，材料

創製における電磁凝固プロセスの有効性を示した． 
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１． はじめに 

電力を効率よく利用するためには，パワーエレクトロ

ニクス技術が必要不可欠である．パワーエレクトロニク

ス技術とは，パワー半導体デバイスを用いて電力の形態

を効率的に変換することができる技術である．そのため，

省エネルギー化のキー技術として，家電からxEV，鉄道

車両，工場に至るまで様々なアプリケーションの電源装

置に使用されている（図1）．さらに，研究開発レベルで

は，航空機やロケット発射装置の電動化にも応用されて

いる(1)． 

こうした背景から，パワーエレクトロニクス技術を使

用した電気機器には，幅広い期待寿命と性能が要求され

つつある．そこで，本研究ではパワー半導体デバイスを

対象に，要求される期待寿命と性能に合わせた使い方の

確立を目指している．本助成の研究期間においては，パ

ワー半導体デバイスの寿命をより正確に測定するため

の試験環境の構築や試験手法の検討を実施した． 

 

２． 研究の内容 

２．１ 試験環境の構築 

一般的に，パワー半導体デバイスの寿命を評価するた

めには，加速劣化試験が用いられる．加速劣化試験とは，

電圧や温度などパワー半導体の寿命にとってストレス

（加速因子）となる値を高く設定することで寿命を加速

させ，得られた結果から通常使用条件における寿命を推

定する試験である．本研究を遂行するためにも，パワー

半導体デバイスの加速劣化試験を実施する環境の構築

が必要となる． 

図2は，本研究室に構築したパワー半導体デバイスの

寿命評価試験環境を示している．パワー半導体デバイス

の寿命を加速させるために，ケース温度を最大で300℃

に設定できる仕様とした．また，様々な条件の駆動電圧

に対応した寿命を評価できるよう，試験電圧は直流（±

100 V）および矩形波交流（±50 V，～300 kHz）に対応

できる仕様とした．さらに，試験中に予期せぬ事態が発

生した場合を考慮して，遠隔からの監視及び試験の緊急

停止ができる仕様とした．このように安全性にも配慮を

することで，大学の研究室という制限された環境におい

てもパワー半導体デバイスの寿命評価試験の実施が可

能となった． 

２．２ 構築した試験環境の検証 

 構築した試験環境にて，パワー半導体デバイスの加速劣

化試験を実施し，寿命を評価できることを検証した．実施

した試験は，パワー半導体デバイスのゲート酸化膜を対象

とした高温ゲートバイアス試験（HTGB試験）である．被

試験デバイス（DUT）として，1.2 kV耐圧のSiC MOSFET
（C2M0280120D，Wolfspeed製）を使用した． 
 HTGB 試験条件として，DUT のケース温度を 150℃
（DUT の最大ジャンクション温度と等しい）とした．ま

た，試験電圧は，42 V, 43 V, 44 V（DUTの最大定格ゲー

ト電圧25 V）とすることで，劣化を加速させた．各試験電

圧でのサンプル数は，9とした． 
 図 3 は，HTGB 試験の結果を示している．ワイブル確

率紙上に試験電圧ごとの結果を示している．試験結果より，

 
図1. パワーエレクトロニクス技術の応用例 
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各試験電圧における形状パラメータは，2.64（@42 V），1.54
（@43 V），1.33（@44 V）となった．すべての条件におい

て形状パラメータが1より大きいことから，摩耗故障によ

る寿命を評価できていることが検証できた． 
２．３ 試験手法の検討 

図 4(a)は，パワー半導体デバイスにおける従来の寿

命評価試験の試験波形を示している．従来は，試験電圧

として直流電圧を用いる静的な寿命評価が行われてい

る．一方，図4(b)は，パワー半導体デバイスにおけるパ

ワエレ機器内での動作波形を示している．パワー半導体

デバイスの実動作波形は矩形波であり動的な条件であ

る．そこで，パワー半導体デバイスの寿命評価試験にお

いて矩形波を用いる「動的寿命評価試験(2)」を実施する

ことで，より正確な寿命の評価試験を実施する． 

図5は，動的寿命評価試験を実施するために開発した

試験回路を示している．開発した試験回路は，実動作時

の定格電圧のおよそ 2 倍の電圧をパワー半導体デバイ

スに印加できる仕様である．これにより，実動作に近い

条件で加速劣化させることが可能である． 

 

３． まとめ 

以上の成果を活用して，パワー半導体デバイスのより正

確な寿命評価に向けて，継続的に試験を実施中である．  

詳細な研究成果は，今後学会発表を通して広く社会に還

元していく予定である． 
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図2. パワー半導体デバイスの寿命評価試験環境 
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図5. 開発した試験回路 

 

 
(a) 従来の寿命評価試験の波形 

 

 
(b) 実動作時の波形   

図4. パワー半導体デバイスの寿命評価試験と実動作 
波形の差異（概念図） 
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各試験電圧における形状パラメータは，2.64（@42 V），1.54
（@43 V），1.33（@44 V）となった．すべての条件におい

て形状パラメータが1より大きいことから，摩耗故障によ

る寿命を評価できていることが検証できた． 
２．３ 試験手法の検討 

図 4(a)は，パワー半導体デバイスにおける従来の寿

命評価試験の試験波形を示している．従来は，試験電圧

として直流電圧を用いる静的な寿命評価が行われてい

る．一方，図4(b)は，パワー半導体デバイスにおけるパ

ワエレ機器内での動作波形を示している．パワー半導体

デバイスの実動作波形は矩形波であり動的な条件であ

る．そこで，パワー半導体デバイスの寿命評価試験にお

いて矩形波を用いる「動的寿命評価試験(2)」を実施する

ことで，より正確な寿命の評価試験を実施する． 

図5は，動的寿命評価試験を実施するために開発した

試験回路を示している．開発した試験回路は，実動作時

の定格電圧のおよそ 2 倍の電圧をパワー半導体デバイ

スに印加できる仕様である．これにより，実動作に近い

条件で加速劣化させることが可能である． 

 

３． まとめ 

以上の成果を活用して，パワー半導体デバイスのより正

確な寿命評価に向けて，継続的に試験を実施中である．  

詳細な研究成果は，今後学会発表を通して広く社会に還

元していく予定である． 
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ははじじめめにに

ブロックチェーン（以降 と省略）は，取引処理性

能が低いことが知られている．ビットコインやイーサリ

アム等の初期の の取引処理性能は，クレジットカー

ドのような従来の決済システムのそれに比べて極端に

遅い ．これは の拡張性（スケーラビリティ）問

題として知られており，その改善方法について様々な研

究者によって研究が行われている．この問題を解決する

方法の一つに，複数の を用いて取引処理を並列化さ

せるものがある．ただし，複数の 間で暗号資産を安

全に送金することも想定した設計にしなければ，真の意

味で取引処理の並列化は実現できない．複数の 間で

通信を行い，互いにデータの読み書きを安全かつ高速に

行うことができる特性のことを の相互運用性という．

この相互運用性を高めることができれば，取引処理の並

列化が実現され， のスケーラビリティ問題を解決で

きる可能性があると考えられている．

またイーサリアムという誰でも自由に暗号資産を発

行可能なプラットフォームの登場により，暗号資産の数

は を超えるという指摘もあり，暗号資産の民主化

と多様化も進んでいる．究極的には全人類の一人一人が

自分の暗号資産を複数発行することも想定した の設

計にする必要がある．また沢山の暗号資産を の相互

運用性を利用して自由に 間で送金することができれ

ば， の更なる社会への普及も期待できる．

の相互運用性を実現する技術の一つに

と を導入することによるブロックチェ

ーン間通信

がある．各 がそれぞれ他の の情報を真偽検証で

きるように をオラクルとして利用し，オ

ラクルに偽情報が含まれていなければ で

を実行する形態をとる．これにより複数の独立な（ただ

し互いに接続することを前提条件として設計された）

を接続したエコシステムとしての のインターネット

（ ）を構築する構想もある．

一方， 間には信頼関係を前提としないので，

や を接続する の数だけ設置する必要

がある．このため 間の の混雑も懸念される．ま

た や を設置して運用するにはコ

ストがかかり，このコストを支払うことが可能な独自の

インセンティブ設計もない現状であった．

また の取引処理性能を評価するための基礎理論

も存在していない．そもそも は一般に分岐するため，

一度処理された取引が分岐によって無かったことにな

る可能性が存在する．このため を安全に実行する

には， 毎に取引の確定 を確実に行う必要

がなる．この確定が可能な の分散合意アルゴリズム

に がある．ビットコインのよう

な における取引処理性能の基礎理

論は，待ち行列理論を用いた研究等，様々なものが存在

する ．一方， における取引処理性能の基礎理

論は，十分に研究されていない．また の には複

数の種類がある．イーサリアムのように分岐することを

想定して多数の検証ノード間で合意形成を行うもの，

のように短い時間でブロックの確定処理をする

ために，比較的少数の検証ノード間で合意形成を行うビ

ザンチン障害耐性合意 等が存在する．

主主要要なな研研究究成成果果

のの提提案案とと性性能能評評価価

本研究では， の数を減らすために

を提案した．従来の は取引処理

を直列接続で実施する．具体的には， から に暗

号資産を送金する場合，まず で取引を確定し，その

情報が を介して に転送される．次に で

その情報が正しいことを で確認し，問題

なければ で暗号資産を発行する．この発行した取引

が確定したら，その情報が を介して に転

送される．そして が完了する．これらの取引処理

の速度を向上させるためには，この取引処理の直列接続

を並列化する必要がある．

では， と にそれぞれが共通して取引を記

録できる共有セキュリティ部を導入することにより，並

列化を実現する． では複数の の を一つの

に集約するため， の数を減らすことが

可能となる．一方，取引処理を並列化の影響もあり，

自体の並列処理性能を高くする必要がある．

既存の直列接続の の方式である

と を比較することで，性能評価も行った．

432024　千葉工業大学附属研究所　プロジェクト研究年報　　　　　                      Project Report of Research Institute of C.I.T 2024



言語を用いて独自に実装した ノードを用い

て， を超える に対して と

を比較した結果，その 数の削減と取引処理性能

の向上が確認できた（主な研究成果 と を参照）．

型型 ににおおけけるる検検証証ノノーードド間間ブブロローードドキキャャスストト

通通信信のの確確率率過過程程ととブブロロッックク時時間間分分布布のの基基礎礎理理論論のの構構築築

本研究では，分散合意アルゴリズムに を採用する

におけるブロック伝搬と検証の過程を表現した確率

モデルを提案した．このモデルを用いてブロックのブロ

ードキャストや検証等にかかる時間の確率分布につい

て理論解析した結果，ブロードキャスト時間はガンベル

分布にしたがうことが分かった．またビザンチン障害耐

性合意 においては，ブロック時間が つの独立なガ

ンベル分布の合成積の最大値分布として表現できるこ

とが分かった．これらの確率分布は一般に積分形式で表

現されるが，この近似表現も導出することができた．こ

れにより，実際のブロック時間データと比較することで，

データと理論の間に矛盾のない結果が得られた（主な研

究成果 と を参照）．

ままととめめ

を社会に普及させるためには，スケーラビリティ

問題を解決し，取引処理性能を向上させる必要がある．

本研究では の相互運用性に焦点を当てて研究するこ

とで，取引処理を並列化することによる処理性能の向上

に関する研究を行った．主な研究成果としては， の

提案と性能評価， ブロックチェーンのブロードキャ

スト時間やブロック時間の基礎理論の構築とデータ分

析を行った． については，分権性や安全性の向上に

課題がある． の基礎理論については，実際の 等

の取引処理性能に対して，今回提案した基礎理論を用い

て説明する課題がある．これらについて研究を継続して

いく．

本本研研究究にに関関すするる主主要要なな研研究究成成果果

柳原貴明・藤原明広，「［奨励講演］ブロックチェー

ン相互運用性技術の最新研究動向の紹介」

柳原貴明・藤原明広，「ブロックチェーン間通信時

間 に お け る と

の比較実験」信学技報

“

”

藤原明広，「ビザンチン障害耐性合意ブロックチェ

ーンにおける検証ノード間ブロードキャスト通信の確

率過程」 信学技報
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1. はじめに

可視光通信は，LEDの輝度や色を人の目には知覚され

ないように高速に変調することで情報を伝送する無線

通信技術である．そのため，照明から無線LANアクセス

の提供，ディジタルサイネージ広告に多言語案内の付加，

交通信号機から運転支援情報配信など，LEDを単に照明

や表示として利用するだけでなく，情報伝送にも利用で

きる．また，送信信号が見える可視光通信は，カメラで

の受信が可能であり，イメージセンサ可視光通信とも呼

ばれる．近年，普及が進むスマートフォンのカメラを受

信機に利用し，遍在するLED光源と組み合わせれば，至

る所に通信機能を付加することができ，IoTに適した通

信技術として期待できる． 

 イメージセンサ可視光通信の課題は，データレートの

高速化が困難な点にある．一般的な商用カメラは，1秒

間に30-60枚程度の撮影速度で動作する．この場合，そ

のサンプリングレートは30-60Hzとなり，データレート

は大きく制限されてしまう．これに対し，スマートフォ

ンカメラが採用してるローリングシャッタ方式の撮像

機構に注目することで，データレートの大幅な向上が可

能となる．図1にローリングシャッタカメラを受信機に

用いた可視光通信（ローリングシャッタ型可視光通信）

の動作原理を示す．ローリングシャッタカメラは，画素

を行ごと順番に露光と読み出しを行うため，行ごとで撮

像タイミングが異なる．故に，行ごとの撮像タイミング

差に合わせた変調速度で信号を送ることで，その送信信

号を“縞” として捉えることができる．受信画像から，

明るい縞を“ON(1)”，暗い縞を“OFF(0)”として情報を

取り出せば，1枚の画像で複数ビットの情報伝送が可能

となる．Full HD画像を例に考えると，解像度は1920列

×1080行程度であり，1枚の画像で最大1080ビットの

伝送が可能となる．  

一方で，ローリングシャッタ型可視光通信の課題とし

て，通信距離とデータレートのトレードオフが挙げられ

る．通信距離が延びるにつれて画像上でのLEDの投影面

積が縮小するため，LEDを捉える縞の数が減少しデータ

レートが低下してしまう．そのため，所望のデータレー

トを達成するために十分な縞の数を投影できる通信距

離を保つ必要があることから，ローリングシャッタ型可

視光通信は，近距離（<5m）かつ静止環境に利用シーン

が制限されてしまう．ローリングシャッタ型可視光通信

のサービス用途拡大を考える上で通信距離の拡大が不

可欠である． 

上述の課題に対し，本研究では，送信機に複数のLED

光源を活用した空間並列伝送を行うことで，通信距離の

拡大と通信誤りの改善を目的とする．具体的には，あ

る1つの送信信号に対して，異なる遅延を与えた信号を

複数LEDで並列伝送する並列遅延伝送を用いることで，

従来よりも少ない縞の数で所望のデータレートを達成

する通信距離の拡大を目指す． 

2. 研究内容

図 2 に並列遅延伝送による通信距離拡大手法のコン

セプトを示す．ここでは，10 ビットで構成される送信

信号と水平方向に配置した 2 つの LED 送信機を用いる

場合を例に考える．単一LED送信機を用いる場合，この

図 1 ローリングシャッタ型可視光通信の動作原理
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送信信号を受信するためには10本以上の縞でLEDを撮

影する必要がある．2つのLED送信機で並列遅延伝送を

用いる場合，LED2はLED1と同一の送信信号に半周期分

の遅延を加えて送信させる．このとき受信機では，図2

のように 2つの LED送信機をそれぞれ 5本の縞で捉え

た撮影画像が得られたとする．LED1 では，送信信号の

前半5ビットが欠損してしまうが，遅延信号によりLED2

が欠損した前半5ビットを受信するため，元の送信信号

を復調することが可能となる．そのため，単一LED送信

機の場合に比べて，LEDを捉える縞の数が半分となり通

信距離を2倍に拡大できる． 

 

3. 通信実験による性能評価 

 並列遅延伝送の有効性評価のため，屋内通信実験を

行った．実験の様子を図3に示す．実験では，従来の

単一LED送信機を用いた場合と2つのLED送信機に並

列遅延伝送を適用した場合におけるパケット損失率，

ビット誤り率，スループットを測定し，比較評価を行

った．ここで，パケット損失率は全受信フレーム数に

対するパケット検出に失敗したフレーム数の割合とす

る．スループットは，(送信ビットレート)×(1-パケ

ット損失率)×(1-ビット誤り率)として求める． 

図 3 通信実験の様子 

 図4にパケット損失率の測定結果を示す．単一LEDの

場合，通信距離70cmまではパケット損失率0%を維持す

るが，110cm以降では100%となり通信が不可能となる．

一方，2つのLEDによる並列遅延伝送を用いた場合，パ

ケット損失率 0%を維持できる通信距離は 110cmまで拡

大された． 

 ビット誤り率は，単一LEDの場合も並列遅延伝送の場

合もパケット損失率が 0%となる全ての通信距離でエラ

ーフリーを達成した． 

 図5にスループット特性の測定結果を示す．単一LED

の場合，通信距離70cmまで達成可能な最大スループッ

トを維持できるのに対し，並列遅延伝送を用いた場合，

110cmまで拡大できることを示した． 

 上記の結果より，単一LEDにおけるパケットの欠損を

遅延信号が補うことによって提案手法は従来よりもよ

りも少ない縞の数で所望のデータレートを達成する通

信距離の拡大が可能であることを示した． 

 

4. まとめ 

 本研究では，ローリングシャッタ型可視光通信の課題

である通信距離とデータレートのトレードオフに対し，

2つのLEDを用いた並列遅延伝送を提案することで，通

信距離の拡大を達成した． 

 

本研究に関する主な発表論文 

(1) 古賀耀，木下雅之，鎌倉浩嗣，山里敬也，“並列遅

延伝送を用いたローリングシャッタ型可視光通信の通

信領域拡大”，電子情報通信学会総合大会，2024年3月． 

図 2 並列遅延伝送による通信距離の拡大手法 
 

図 4 パケット損失率特性 

図 5 スループット特性 
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１． はじめに 

二酸化炭素(CO2)を機能性分子に変換する反応は, 

「CO2削減」と「産業上重要な化合物の生産」を同時に行

えるため, 学術・産業の両面から注目されている. 特に, 

環境面や持続可能性の観点から, 貴金属を用いず, マ

イルドな反応条件 (1気圧の CO2・室温・少ない触媒量)

で進行させられる有機触媒系の開発が望まれているが, 

金属触媒に比べると効率が悪く, 上述した課題をクリ

アしている触媒系はほとんど報告されていない.[1] この

原因について我々は, 従来の有機触媒では二酸化炭素

を活性化する強さが不十分だったためではないかと考

えた.  

そこで今回, ルイス塩基性の低い二酸化炭素でも十

分強く活性化することができる有機触媒として, 高度

にフッ素化されたカチオン性ヨウ素化合物を設計した

(図 1). 本研究ではこの触媒の合成法を開発し,  その

性質や触媒機能を実験・計算の両面から明らかにする. 

具体的には, (A)多数のトリフルオロメチル基を有する

ヨードトリアゾリウム塩の合成法確立, (B)ヨウ素のル

イス酸性度に対するフッ素置換基効果の解明, (C)触媒

機能評価の３点に取り組み, 有機触媒による高効率な

二酸化炭素固定化プロセスを確立する. 

 

 
図1 高度にフッ素化されたカチオン性ヨウ素触媒開発 

 

 

２．研究の内容 

まず始めに, 高度にフッ素化されたヨードトリアゾリ

ウム塩の合成法を図 2−4 に示す. ビストリフルオロメチ

ルフェニルアニリン(1a)を塩酸溶液中, 亜硝酸ナトリウ

ムと酢酸ナトリウムと0 ℃, 1 h反応させることで, トリ

アゼン2aを85%収率で得た (図2). 次に, 合成したトリ

アゼン 2a とビストリフルオロメチルフェニルアルキン

3aを, アセトン溶媒中, tert-ブチルハイポクロライトとヘ

キサフルオロリン酸カリウムと, −78 ℃から室温へ徐々

に昇温する条件で, 1 h反応させることで, トリアゾリウ

ム塩4aを55%収率で得た (図3). 最後に, トリアゾリウ

ム塩4aを tert-ブトキシカリウムによって, 0 ℃条件下で

脱プロトン化し, 続いてヨウ素と−78 ℃から−45 ℃へ

徐々に昇温する条件で, 12 h 反応させることで, ヨード

トリアゾリウム塩5aを42%収率で得た (図4). 構造決定

には 1H・13C・19F NMR により行った. 本手法は様々な

数・位置にトリフルオロメチル基を有するヨードトリア

ゾリウム塩が合成可能であり, 合成したものを図 5 に示

す.  
 

 

図2 トリアゼン合成スキーム 

 

 

図3 トリアゾリウム塩合成スキーム 
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図4 ヨードトリアゾリウム塩合成スキーム 
 

 

 

図５ 合成可能なヨードトリアゾリウム塩 

 

 
 

 

 

図６ 触媒活性評価 (アルデヒドのシリルシアノ化) 

 

次に, 合成したヨードトリアゾリウム塩の触媒活性を

評価するために, アルデヒドのシリルシアノ化反応に適

用した (図 6). まず, トリフルオロメチル基の置換する

位置が及ぼす影響について調査した. 具体的には, トリ

アゾリウム環上5位をPh基に固定し, 1位・3位にPh基, 
Nからみてp位・m位・o位にそれぞれ1つずつトリフ

ルオロメチル基を有しているものについて, 同条件で反

応を行った. その結果, この置換基の位置はパラ位より

もメタ位にあるときの方が収率良く生成物を与えるこ

とがわかった. 一方, オルト位にトリフルオロメチルが

ある場合は, メタ位のものと比べ収率は低下した. これ

らの結果は, トリフルオロメチル基がトリアゾリウム環

から近いほど, 誘起効果によってヨウ素部位のルイス酸

性が向上する一方, オルト位にこの置換基があると, ヨ
ウ素周りの立体障害が大きくなったため, メタ位のもの

と比べ活性が低下したものと考えている. 次に, トリフ

ルオロメチル基の置換する数が及ぼす触媒活性への影

響を調べた. こちらのスライドでは, トリアゾリウム環

1位・3位・4位に置換するトリフルオロメチル基の数を

変えており, それらCF3の合計値をカッコ内に記してい

る. その結果, トリフルオロメチル基が２つのものと比

べると, 4つ有するものはより高い触媒活性を示し, この

中で最も高い収率で目的生成物を得られた. 一方で, こ
の置換基の数を5つや最も多い6つに増やしたヨードト

リアゾリウム塩を用いると, 収率はどちらも低下した. 
CF3の数が5つ以上の場合, 4つのものよりも高い活性を

示さなかったことについては, 立体障害による効果やル

イス酸性が高くなったことによる触媒の安定性の低下

などが考えられるが, 明確な理由はまだわかっておらず

現在調査中である.  
 

３．まとめ 

本研究では, 高度にフッ素化されたヨードトリアゾリ

ウム塩を開発し, アルデヒドのシリルシアノ化反応に適

用した. 今回の結果から, トリフルオロメチル基の数や

置換位置が触媒活性に大きく影響を及ぼすことがわか

った. 今後は, 二酸化炭素とエポキシドとの反応に適用

していく.  
  

 

参考文献 
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１． はじめに 

1980 年代以降に建設されたオフィスビルなどの建て

替え工事が今後急増することが予想されている．建物自

体の解体は技術開発がなされ多くの工法が現在あるが，

基礎，特に杭に関してもいろいろな工法がある．基本的

には杭自体を破砕するものと，杭と地盤の摩擦を切って

杭を引き抜くものに２分される．杭を存置するか，それ

とも引き抜くかについては国交省が主体となって検討

を行っているが，小規模建物に関して不動産売買がなさ

れる場合は基本的には杭は撤去されることにとなる．現

在，既存杭を破砕あるいは引き抜くことによって周辺地

盤が乱されることについての懸念が多くある．もともと

杭を打設する地盤であるため軟弱であることが多く，杭

撤去後にその撤去孔に土相当の材料で埋め戻しを行う

が，杭を引き抜いて埋め戻しされた地盤（周辺地盤）が

現地盤よりさらに軟弱になる可能性も指摘されている
1)．既存杭が撤去された地盤の強度が低下すれば，地震

時の水平耐力の検討などでさらに対策が必要となる．し

かも，まだこの杭引き抜きに伴う周辺地盤の乱れ，強度

低下の力学的なメカニズムが明らかになっていない．今

後杭の引き抜き工事が多くなっていく中で，施工上どの

ようなことに注意すべきか，どのような地盤で発生する

のかなど原因がわからければ対策もできない．安心・安

全な建築基礎の根幹にかかわる問題である．そこで本研

究は数値解析によってまずは現象の解明を行った． 

２． 解析パラメータの設定 

解析対象の地盤を図1に示す．詳細は参考文献 1)を参

照していただきたい．ここでは Subloading tij モデル(以
下 tijモデル)を用いた弾塑性解析を行った．このモデル

はSMPをベースとした変換応力tijを用いた構成モデル

で，密度の影響を含め3次元応力下の土の変形・強度特

性を包括的に表現できるモデルである．このような弾塑

性モデルでは圧密試験や三軸試験などから得られる間

隙比～応力関係や応力～ひずみ関係からパラメータを

同定する．tij モデルの詳細は参考文献 2)に詳しい．

本稿ではパラメータの詳細は省略する．参考文献 3)を参

照されたい．杭の引抜きに直接関係しそうなAs2L,As2L
およびAs1 のみ tij モデルを用いてその他は弾性体とし

た． 

図１ 現地状況解析メッシュ 

３． 縁切り引抜き工法を想定して杭の引抜き解析 
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表１に縁切引抜工法の解析ステージを示す．Stage1は，

ケーシング掘削工程で，自重解析を実施後，ケーシング

内位置の要素を掘削した．本来は水中掘削であると考え

られるが, 孔壁の安全性の検討から水も土もこの解析

は掘削した. 解析上，掘削時間40分，その後24時間放

置した．掘削後の孔内は泥水(γw=13kN/m3)と設定し，泥

水圧と静水圧との差分を孔壁面に与えた．Stage2は，既

存杭引抜き工程で，杭の引上げにより発生する負圧が孔

壁を引張り，周辺地盤へ影響を与えると考え，解析では

孔壁面を強制変位（50mm）させている．また，孔壁面

の泥水圧と強制変位に伴う解放力の解除を行った．

Stage3～4 は埋戻し工程で，撤去孔下部より孔内の泥土

を未固化流動化処理土に置換すると想定し要素置換を

行った．27 日放置後，Stage5 で固化後の流動化処理土

に置換し17日放置後解析を終了した． 

表１ 解析ステージの概要 

 

図 2 に Stage5 終了時のせん断ひずみと平均有効応力

のコンター図を示す．軸対称解析のためせん断ひずみの

主な発生範囲は掘削孔壁面から1ｍに集中した．平均有

効応力分布では，掘削孔壁面近傍0.5-1.0ｍでは孔壁近傍

でのアーチ効果による平均有効応力の増加が見られる

が，その外側の要素では低下が見られた．図3に，解析

に伴う応力と間隙比の変化を考慮した要素の排水せん

断試験時の偏差応力（=σ1-σ3）～軸ひずみ関係例を示す．

要素は，図１中のGL-8.5ｍ③要素（ケーシンク端から

1.0-1.5ｍ）である．同図には撤去前の値（initialと記載）

も示す．要素の偏差応力の最大値の低下が見られる．図

4に，GL-4.0m（As1層），GL-8.5ｍ（As2層）のせん断

応力最大値の変化割合( max/ max_ini)とケーシング端からの

距離との関係を示す．別途検討していた破砕撤去工法の

結果も示している．ケーシング端から0.25ｍの値は強制

変位（50mm）のアーチ効果による影響で増加するが，

0.5ｍより外側で低下が見られた．低下は，0.5～1.5m程

度の範囲で，GL-4.0mでは1割程度，GL-8.5mでは2～
3割程度であった．この低下傾向は，観測N値の低下分

布 1）と類似していた． 
４． おわりに 

既存杭撤去･埋戻し時の周辺地盤の緩みに関して，除

荷過程を模擬できる tij モデルを用いた弾塑性 FEM 解

析を実施した．解析結果は，縁切引抜工法の緩みをある

程度模擬できることが判った．今後さらに実験などを含

めて検討を進めていく．本研究は，（一社）建築基礎・

地盤技術高度化推進協議会（ALLF）「既存杭撤去に伴う

周辺地盤への影響検討委員会」の活動として行われたも

のである．また，本解析は，FEM tij-2Dプログラム（tij
地盤解析研究会）を用いた． 

 
図2  解析結果のコンター図 

 
図3 解析後の要素の排水偏差応力~軸ひずみ関係 

 

図4 せん断耐力の変化割合(τmax/τmax_ini)と
ーシング端からの距離 

 
なお，この原稿は日本建築学会全国大会2023に発表

したものをまとめたものである． 
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１１．． ははじじめめにに  

本研究の目的は、既存のテンソル復元手法の課題である

計算量・メモリ使用量コスト（計算コスト）を改善する

ため、確率的最適化と深層展開を組み合わせることによ

り、テンソル復元アルゴリズムの復元性能の向上ならび

に計算コストの改善を同時に実現する手法を開発する

ことである。このような手法により、莫大なデータ量を

持つテンソルの復元処理を効率よく行うことが可能と

なり、劣化のあるテンソルデータからのデータ分析など

の広範な分野に応用できる。 

２２．． 研研究究のの内内容容  

本年度は、予定しているテンソル復元アルゴリズムの開

発と、様々な現実の問題への応用とを同時に進めた。 

((アア)) テテンンソソルル補補完完にに関関すするる研研究究
テンソル復元の検討としては、ネットワーク上を流れる
通信量データを要素とする⾏列（トラッフィクマトリッ
クス、以下TM（図図11））を対象とし、ごく少数の観測デ
ータから残りのデータを補完（図図22）する⼿法について、
既存⼿法の性能をさらに向上させる⼿法をいくつか提
案し、国際会議NoLTA2024で発表（外部発表の[7]）す
るとともに、英⽂論⽂誌 Nonlinear Theory and Its

Applications への投稿を⾏い、採録された（外部発表
の[2]）。

図図  11  トトララフフィィッッククママトトリリッッククスス  ((TTMM))  のの例例

図図  22  TTMM補補完完のの目目的的  

 特に[2]では、TMを時間⽅向にスライスして積層する
フォールディング操作によって構成した３階テンソル
に対して、新たに提案したテンソル核ノルムマイナスフ
ロベニウスノルム（以下、TNMF）を正則化に使⽤した新
たな復元⼿法を提案した。図図33は、提案⼿法による復元
性能を⽰している。この図の横軸はTMの⽋損確率であ
り、縦軸は復元性能（数値が⼩さいほど⾼い復元性能を
持つことを⽰す）である。この図からも分かるように、
[2]で我々が提案した⼿法は、[a]を含む多くの従来⼿法
を上回る⾼い復元性能を持つ。また、深層学習によるTM

復元⼿法との⽐較結果を図4に⽰す。この図から、提案
⼿法は機械学習を⼀切⾏っていないにもかかわらず、深
層学習を⽤いた⼿法の多くと同程度あるいはそれより
⾼い復元性能を持つことが⽰された。 

図図  33  提提案案手手法法のの結結果果（（TTNNFFTTCC--TTSSがが提提案案手手法法））  
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図図  44  深深層層学学習習にによよるるTTMM復復元元手手法法ととのの比比較較  

 

((イイ)) ビビジジョョンン⾔⾔語語モモデデルルのの応応⽤⽤にに関関すするる研研究究  

本研究課題と関連する研究の一種として、ビジョン言語

モデルの一種であるContrastive Language and Image 

Pretraining (CLIP) [b]を利用することにより、劣化し

た画像の知覚品質評価を行う手法に関する研究を行っ

た。関連する研究成果は外部発表[6]および[8]であり、

特に[6]は国内シンポジウムにおいてベストポスター賞

を受賞するなど高く評価された。 

 

(ウ) 画像復元を含む画像処理に関する研究 
その他、観測できない欠損領域を含む単一の画像のみか

ら、当該画像の持つ特徴を学習し、生成モデルを構築す

ることで欠損補完を行う手法 [1]、深層学習を用いる

ことで画像を構造-テクスチャ-ノイズの 3 成分に分離

する手法 [3]、深層学習によってJPEG圧縮された画像

の知覚品質を向上させる研究[4]、カメラの撮像過程に

起因するリアルノイズに模擬した形で秘密情報を画像

に埋め込む画像ステガノグラフィ[5]に関する研究など

を行い、得られた成果を国際会議等で活発に発表した。 

 

３３．． ままととめめ  

本年度は、テンソル復元アルゴリズムの開発と並⾏して、
様々な分野での研究活動を⾏った。今後は、深層展開に
よる確率的テンソル復元の⾼効率・⾼性能化に取り組ん
でいくことを計画している。 
 

４４．． 本本研研究究にに関関すするる主主なな外外部部発発表表  

研究期間中に、雑誌論⽂ 2本が採録され、国際会
議では 5件の発表を⾏った。国内学会では多数の
発表を⾏ったため、そのうち代表的な１件を掲載
した。 

[１] Takamichi Miyata, “PSinGAN: Single Image 

Inpainting by Generative Model Trained on 

Partial Observation," Nonlinear Theory and 

Its Applications,  Vol.E15-N,No.3, 2024.  

 

[２] Takamichi Miyata, “Traffic Matrix Completion 
by Weighted Tensor Nuclear Norm Minimization 

and Time Slicing,” Nonlinear Theory and Its 

Applications, vol. E15-N, no. 2, 2024. 

 

[３] Takamichi Miyata, "Structure-Texture-Noise 

Decomposition for Noisy Images with Two-Stage 

Network,"  International Conference on 

Artificial Intelligence in Information and 

Communication (ICAIIC), 2024. 

 

[４] Takamichi Miyata, Yuto Aoki, "Perceptual JPEG 
Artifact Removal using Sum of Weighted IQA as 

Loss Function," Korea-Japan Joint Workshop on 

Complex Communication Sciences (KJCCS) 2024. 

 

[５] Shinnosuke Toguchi, Takamichi Miyata, "Pseudo 
Real Image Noise Steganography with Image 

Denoising and Generative Adversarial 

Network," Korea-Japan Joint Workshop on 

Complex Communication Sciences (KJCCS) 2024. 

 

[６] 宮⽥⾼道, “ビジョン-⾔語モデルによる画像の
知覚品質推定における記述的特徴の利⽤の⼀検
討”, PCSJ/IMPS 2023.  [[ベベスストトポポススタターー賞賞受受賞賞]] 

 

[７] Takamichi Miyata, "Completion of Traffic 

Matrix with Sequential Missing Values by 

Weighted Tensor Nuclear Norm Minimization," 

International Symposium on Nonlinear Theory 

and Its Applications (NOLTA), Sep. 2023.  

 

[８] Takamichi Miyata, "Interpretable Image 

Quality Assessment via CLIP with Multiple 

Antonym-Prompt Pairs," IEEE International 

Conference on Consumer Technology (ICCE) 

Berlin, Aug. 2023. 
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1. はじめに 
ミトコンドリアは高等生物に共通に存在する細胞小

器官で、呼吸反応を担い、その反応過程において生体エ

ネルギー物質であるアデノシン三リン酸（ATP）を産生

する。代謝が活発な細胞では、数百～数千個のミトコン

ドリアが存在する。細胞内におけるミトコンドリアの活
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した内容について報告する。 
 
2. 研究内容 
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析（NGS解析）により塩基配列のリードデータを得た。

得られたリードデータから、GetOrganelleによりミトコ

ンドリア由来のリードデータを抽出した。さらにProkka
により、リードデータ内の遺伝子領域を推定した。得ら

れたリードデータをみると、全体的に contig 長が短く、

その全長も短かった。データベース上にあるゲノムデー

タと比較すると、今回得られた配列長さは、それらの約

1/10程度であった。推定遺伝子領域の解析結果から、リ

ボソームRNA や転移RNAについてはおおよそアノテ

ーションができたと考えられた。一方で、タンパク質遺

伝子については想定される遺伝子数の約1/4程度しか同

定できず、ほとんどが断片配列であった。推定遺伝子配

列の大半については、それの配列長さが短く、

hypothetical proteinとして分類された。 
これらの解析結果より、現状では葉試料から十分量の

ミトコンドリアゲノムDNAが回収できておらず、また

DNAが断片化していると判断された。分画・精製の過

程で損失・破壊されたミトコンドリアが多かったものと

推測される。今後は、緩やかな細胞分画によりミトコン

ドリアとプラスチドの両方のゲノムDNAを抽出・精製

し、ミトコンドリア由来のリードデータとプラスチド由
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来のそれとを分離し、ミトコンドリアゲノムDNAの完

全長配列を取得する。一方で、アノテーションにより部

分的にでも特定された遺伝子配列を用いて、樹木形成層

の細胞活動とミトコンドリア遺伝子の発現の関係を解

析する。 
2.2. 樹木細胞内の微量核酸の検出 
樹木二次木部を構成する細胞は、仮道管や繊維細胞な

ど大半が死細胞である。細胞生理活動を行っているのは、

形成層帯や柔細胞など、ごく一部の組織である。これら

において発現する遺伝子や残存する核酸を解析するこ

とは、樹木の生理活動を分子レベルで明らかにする上で

非常に重要である。これらは顕微鏡で観察することによ

って同定される非常に狭い組織領域であることから、こ

れらから核酸を抽出し解析するための方法の確立が必

要である。以上を踏まえて予備的な検討を目的として、

レーザーマイクロダイセクション（LMD）による二次

木部柔組織のサンプリングおよびデジタルPCR（dPCR）
による残存DNAの検出と定量解析を試みた。 
図 1 に、LMD（LMD7000, Leica）を用いてスギ

（Cryptomeria japonica）の放射柔組織を局所的に採取し

た様子を示す。この採取では、レーザーのパルス周波数

を800 Hzとした。この方法により、切片試料に大きな

損傷を与えることなく、指定した領域を切断・回収する

ことができた。続けて市販の植物DNA抽出キットを用

いて残存する DNA を抽出・精製し、dPCR システム

（QIAcuity One, Qiagen）によりプラスチドDNAの検出

とその絶対定量を行った。このシステムでは、検出され

たDNAをマッピングにより直接見ることができ、その

コピー数をカウントすることができる（図 2）。約 7.3 
mm2の放射柔組織から約600コピーのプラスチドDNA
断片を検出することができた。また複数者による測定の

結果を比較し、この方法によるコピー数測定の再現性に

ついて確認ができた。dPCRシステムの検出感度の高さ

から、採取する組織面積をさらに小さくできると考えら

れ、LMDとdPCRの組み合わせにより樹木形成層帯内

の発現遺伝子の検出と定量が十分に可能であると考え

られる。 
 
3. 今後の研究 
葉緑体と異なり、ミトコンドリアを直接目で見て確認

することが難しく、遠心分離後にどこの画分に存在する

のかを把握することが難しい。上述の通り、今後はゲノ

ムサイズの大きい核を除き、それ以外のオルガネラゲノ

ムDNAを確実に回収できるよう方法を検討し、ミトコ

ンドリアゲノムDNAの配列解析を進める。比較的固い

樹木組織でも LMD を利用することで局所的な組織の

採取が可能であることから、これまでに凍結固定を行っ

た形成層細胞試料を用いてミトコンドリアなどの遺伝

子の発現解析を進める。 
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図1. LMDによる放射柔組織の局所採取。 
上段左：採取前、上段右：採取後、下段：チューブ

内回収組織 

 
図 2. dPCR により検出された DNA のマッピン

グの例 
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１１．． ははじじめめにに  

企業における設備投資は，巨額になることに加えて，

長期的に資金を拘束し，設備の購入・取替の成否が企業

の技術力や競争力に大きな影響を与えることから，経営

の基本構造の変革を伴う戦略的意思決定のひとつとし

て，企業にとって重要な管理会計領域の問題とされてい

る．設備投資は，企業の成長と安定にとって不可欠であ

り，その意思決定には，企業の戦略も深く関与している

ものと推察される．筆者は，半導体企業の設備投資モデ

ルおよび半導体製造装置企業の設備投資モデル（表 1）

の構築により，半導体産業の状況を明らかにし，半導体

製造装置企業における設備投資の意思決定の有用な方

法について提示した[1] [6]．今後は半導体産業だけで

はなく，対象とする産業の範囲を拡張して，設備投資モ

デルの構築を試みる． 

本稿では，半導体製造装置企業と同じく，顧客の指定

する仕様に従い，製品等を受注・製造する産業である「受

注産業」[4]のひとつである，幅広い業種に関連し，も

のづくりに欠かすことの出来ない機械製造企業[5]にお

ける設備投資モデルの構築を，新たに試みる． 

 

表1 半導体産業の設備投資モデル 

I it ：

OCF it ：

DR it ：

BB t ：

b 0 ：

企業i のt 期のキャッシュフロー（営業キャッシュ・フロー）

企業i のt 期の負債比率（負債÷自己資本）

t 期のBBレシオ（機械受注統計：受注高÷売上高）

定数項、b 1，b 2，b 3，： パラメータ

半半導導体体企企業業のの設設備備投投資資モモデデルル
I it  ＝ b 0  + b 1 OCF it  + b 2 DR it-1 　+ b 3 BB t-1

半半導導体体製製造造装装置置企企業業のの設設備備投投資資モモデデルル
I it  ＝ b 0  + b 1 OCF it-2  + b 2 DR it-2 　+ b 3 BB t-2

企業i のt 期の設備投資額

 

 

２２．．研研究究のの内内容容  

２２..１１  設設備備投投資資のの意意思思決決定定のの現現況況とと研研究究課課題題  

企業の設備投資は，金額的に大きな設備に対する初期

投資を行い，設備の稼働に伴い収益を獲得して，投資額

や期待する利益の回収を図るというものである．このた

め投資計画の立案段階でその採算に関わる諸要素の予

測を合理的に行えるよう，管理会計分野で今まで研究さ

れてきた設備投資の意思決定は，設備投資毎にプロジェ

クトの収益性を分析するために，「経済性評価技法」が

用いられ，その技法の精緻化や手続に関するものが多い

[2][3]．計算合理性を高めることで不確実性を除去し，

その意思決定はより有効になるものと推察される．経済

性評価技法」の問題点としては，前提条件として投資に

対する将来キャッシュインフローを常に見積ることが

でき，選択できる代替案も常に存在していることが挙げ

られる． 

筆者の勤務先（前職）でも技術革新を伴う設備投資に

ついては，将来キャッシュインフローを見積ること自体

が難しく，仮に見積りができたとしても，その精度は極

めて低いものであった．また前職では，技術革新を持続

して実現するために，企業の戦略は戦略的投資決定と密

接に関連しており，「経済性評価技法」による意思決定

では，企業戦略とは異なる投資案件を選択してしまうこ

とが散見された．また，設備投資に係る代替案は必ず２

つ以上あるとは限らず，代替案がなければ「経済性評価

技法」を用いるまでもなく，意思決定される．計算合理

性を追求し精緻化された「経済性評価技法」が活用され

るのは，投資決定プロセスの部分的な局面にすぎないと

考えられることから，「経済性評価技法」を補完する，

企業の実務に即した新たな投資決定プロセスおよび設

備投資モデルの構築が必要と考えた． 

 

２２..２２  機機械械製製造造企企業業のの設設備備投投資資モモデデルルのの概概要要  

東 [1] [6]を踏まえ，従属変数を設備投資額，独立変

数をキャッシュフロー（営業キャッシュ・フロー），負

債比率および BB レシオとする機械製造企業の設備投資

モデルの構築を試みる．今回新たな独立変数として，「自

己資本比率」の有用性についても検討を行う． 

独立変数のひとつである「負債比率」は，企業の自己

資本に対する負債（他人資本）の割合を示す値のため，

安全性の観点からは，この数値が低いほど安全性は高い

といえる．一方，「自己資本比率」は企業の総資産に対

する自己資本の割合を示す値のため，安全性の観点から

は，この数値が高いほど安全性は高いといえる． 

「自己資本比率」は，有価証券報告書のうち，第一部 

第1 企業の概況 主要な経営指標等の推移 に，決算短信

および四半期決算短信のうち，1. 連結業績 （２）連結

財政状態 に掲載されているため，当該比率の算定結果

は開示されており，外部利害関係者にとっては，連結財

務諸表より別途算定する必要のある「負債比率」に比べ
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て，容易に入手しやすいという特徴もある． 

分析対象会社の「負債比率」と「自己資本比率」の相

関分析を行った結果，全ての業種分類において，かなり

強い負の相関があることがわかる．このため，独立変数

に「負債比率」と「自己資本比率」を同時に選択すると，

独立変数間の多重共線性の影響があるため，独立変数に

負債比率を用いるモデルＡと自己資本比率を用いるモ

デルＢを並立させて，重回帰モデル（線形回帰）による

数量的分析を実施する（表2）． 

 

２２..３３  機機械械製製造造企企業業のの設設備備投投資資モモデデルル  

モデル A（独立変数：負債比率）およびモデル B（独

立変数：自己資本比率）の重回帰分析の結果から， 機

械製造企業の設備投資に係る重回帰モデル（表 2）と同

様に，3 つの独立変数（営業キャッシュ・フロー，負債

比率または自己資本比率，BB レシオ）が全て組み込ま

れた設備投資モデルのうち，東証業種中分類：機械（123

社）については，最も高い自由度調整済決定係数を選択

した結果，モデルAでは，３つの独立変数のうち負債比

率は除外され，モデル Bでは，3つの独立変数の全てが

選定されている．記述統計量のうち，負債比率と自己資

本比率の標準偏差を比較すると，自己資本比率の標準偏

差の方が，平均に対する数値の散らばり具合はかなり小

さいことから，東証業種中分類：機械（123 社）におい

て，モデルBの自己資本比率が選定された一因として推

察される．  

このため本稿では，モデルBのうち，機械製造企業の

設備投資に係る重回帰モデル（表 2）と同様に，3 つの

独立変数（営業キャッシュ・フロー，自己資本比率，BB 

レシオ）全てが組み込まれた東証業種中分類：機械（123

社）の業種分類を，機械製造企業の設備投資モデルとし

て選定する． 

 

表2 機械製造企業の設備投資に係る重回帰モデル 

I it ：

OCF it ：

DR it ：

BB t ：

b 0 ：
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BB t ：

b 0 ：

企業i のt 期の自自己己資資本本比比率率（自己資本÷負債純資産合計）

t 期のBBレシオ（機械受注統計：受注高÷売上高）

定数項、b 1，b 2，b 3，： パラメータ

モデルAA（独立変数：負債比率）

モデルBB（独立変数：自己資本比率）

t 期のBBレシオ（機械受注統計：受注高÷売上高）

定数項、b 1，b 2，b 3，： パラメータ

II iitt   ＝＝   bb 00   ++  bb 11 OOCCFF iitt   ++  bb 22 CCAARR iitt 　　++  bb 33 BBBB tt

企業i のt 期の設備投資額

企業i のt 期のキャッシュフロー（営業キャッシュ・フロー）

機機械械製製造造企企業業のの設設備備投投資資にに係係るる重重回回帰帰モモデデルル
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企業i のt 期の設備投資額

企業i のt 期のキャッシュフロー（営業キャッシュ・フロー）

企業i のt 期の負負債債比比率率（負債÷自己資本）

 
 

３３．．ままととめめ  

本稿では, 「受注産業」[4]のうち機械製造企業[5]に

限定して，半導体製造装置企業の設備投資モデル（表1）

と同様に，機械製造企業の設備投資に係る重回帰モデル

（表 2）の構築を試みた．この結果，以下を明らかにし

たことが，本稿の貢献としてあげれる． 

独立変数に「負債比率」を用いるモデルAと「自己資

本比率」を用いるモデルBを並立させて，各独立変数に

タイムラグ（△1 年および△2 年）を設定し，重回帰分

析を行うことにより，東証業種中分類：機械（123 社）

おいて，「自己資本比率」を独立変数として選定した機

械製造企業の設備投資モデル（独立変数：営業キャッシ

ュ・フロー・自己資本比率・BBレシオ）を構築できるこ

とを明らかにした．さらに，独立変数に「自己資本比率」

を選定することにより，「負債比率」を選定した設備投

資モデルに比べて，自由度調整済決定係数は高くなり，

設備投資モデルの予測精度は向上する傾向を示唆した． 

今後は，分析対象を日本の「受注産業」[4]に拡張し

て，独立変数に営業キャッシュ・フロー・BBレシオ・自

己資本比率を選択した設備投資モデルの構築し，他業種

でも利用できるように一般化を図り，企業実務における

設備投資の意思決定方法のひとつとして提示したい． 
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１．緒言 

加齢は諸臓器の機能低下を生じさせることで、様々な

疾患の発症リスクを増大させる。特に高齢者においては

不活動や低栄養も寄与することにより骨格筋量が低下

する加齢性筋肉減弱症“サルコペニア”と呼ばれる症候

群も発症する危険が高くなり、その末期には生活の質を

著しく低下させる。したがって、サルコペニアの発症や

運動による予防・改善の分子機構を解明することは国民

の健康寿命の延伸を目指したサルコペニアの予防・治療

法の技術開発に重要と言える。 

骨格筋にはサテライト細胞と呼ばれる筋幹細胞が存

在しており、損傷したとしても修復・再生する。重要な

点として、加齢に伴いサテライト細胞の数や機能が低下

することが知られており、怪我などによる筋損傷からの

修復・再生の機能が障害されることがサルコペニア発症

の要因との一つとして考えられている。しかしながら、

サテライト細胞の機能の制御機構と加齢による影響は

未だ不明瞭な点が多く残されている。 

マクロファージや好中球などの免疫細胞はサイトカ

インなどの液性因子を分泌することにより、局在する組

織の慢性炎症を生じさせるのみならず、各組織の主要な

機能を担う実質細胞の細胞死や機能低下を引き起こす

ことで組織の機能障害を生じさせることが知られてい

る。近年にはサイトカインに関連する遺伝子改変動物を

用いて筋機能を制御する因子の同定が進められてきた。

しかし、これらの液性因子のみではサルコペニアの分子

機構の全容を解明するには至らず、マイオカイン以外の

何らかのサルコペニア制御因子の存在が示唆される。 

近年、エクソソームと呼ばれる顆粒状の物質が様々な

生理作用を有することが明らかにされてきた。エクソソ

ームは様々な細胞から分泌される細胞外小胞であり、表

面には細胞膜由来のタンパク質や脂質を含み、内部には

マイクロ RNAや mRNA、タンパク質などを含むことが知

られている。エクソソームは傍分泌（パラクリン）とし

て近接する細胞に取り込まれることにより、分泌組織内

で様々な作用を発揮する。重要な点として、エクソソー

ムには表面に発現する分子や含有するマイクロ RNA や

タンパク質などの違いにより数多くのサブタイプが存

在しているが、細胞の種類あるいは細胞の活性化状態の

違いにより、作用の異なる種々のサブタイプのエクソソ

ームが分泌され生体諸機能に異なる影響を及ぼすこと

が明らかにされてきた。 

骨格筋には、実質細胞である筋細胞やサテライト細胞

以外にもマクロファージや好中球、T細胞などの免疫細

胞が局在しており、これらの免疫細胞から分泌されるエ

クソソームがパラクリンとして作用することで、「骨格

筋細胞－免疫細胞の細胞間コミュニケーション」を制御

する因子として重要な役割を担うことが想定される。 

従来の研究では、骨格筋量を制御する仕組みとしてサ

イトカインなどの液性因子の役割が議論されてきたが、

今後は免疫細胞由来の分泌エクソソームを介した骨格

筋組織内での細胞間コミュニケーションに着目してサ

ルコペニア発症の分子機構を解明するための研究が必

要である。そこで、本研究ではサルコペニアの発症や運

動による予防効果の分子機構について、免疫細胞由来の

分泌エクソソームによる細胞間コミュニケーションの

役割に着眼して検証することを目的とする。 

 

2.研究結果 

(1)加齢による骨格筋由来の分泌エクソソームの miRNA

の発現プロファイルの変化 

3カ月齢の若齢マウスおよび 27カ月齢の高齢マウス

から摘出した骨格筋（腓腹筋）を24時間培養して、培

養液を精製した。骨格筋培養液中に含まれるエクソソー

ムはポリマー沈殿法を用いて回収した。エクソソームに

含まれる RNAを抽出した後に、小分子 RNAのシーケン

ス用ライブラリを作製した。マイクロRNAの発現量を対

象として次世代シーケンサーを用いて網羅的に解析し

た。その結果として、加齢マウスと若齢マウスの骨格筋

由来の分泌エクソソームに含まれるマイクロRNの発現

プロファイルが著しく変動することを見出した（図1）。

また、mRNA の網羅的な発現差異解析を実施して、加齢
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マウスと若齢マウスでは370種類のmRNA発現量に違い

があることを見出した（図2）。 

図 1. 加齢による骨格筋由来の分泌エクソソームの

microRNAの発現プロファイルの変動 

図 2. 加齢による骨格筋由来の分泌エクソソームの

mRNAの発現プロファイルの変動 

 

(2) 不活動による骨格筋由来の分泌エクソソームの

miRNAの発現プロファイルの変化 

マウスに下腿のギブス固定による不活動負荷を14日

間行った。ギブス固定負荷マウスおよび対照マウスから

摘出した骨格筋を24時間培養して、培養液中に分泌さ

れるエクソソームを精製した。エクソソームに含まれる

RNAを抽出した後に、マイクロRNAの発現量を対象とし

て次世代シーケンサーを用いて網羅的に解析した。その

結果、不活動群と対照群での30種類のマイクロRNA発

現量に違いがあることを見出した（図3）。 

図 3. 不活動による骨格筋由来の分泌エクソソームの

microRNAの発現プロファイルの変動 

不活動群の骨格筋由来エクソソームでは28種類のマ

イクロRNAが増加、2種類のマイクロ RNAが減少した。

加えて、不活動群で増加した miRNAに対する KEGG パ

スウェイ解析により、 Adherens junction や Hippo 

signaling pathwayなどの代謝経路に影響を及ぼすこと

が示された（図4）。 

 
図.4 不活動により増加した骨格筋由来エクソソームの

microRNAのKEGG解析 

 

さらに、不活動モデルマウスの骨格筋から酵素分散法

により単核細胞を単離して、磁気分離法によりマクロフ

ァージなどの免疫細胞を回収した。免疫細胞を24時間

培養した後に、培養液中に分泌されるエクソソームを回

収して、ナノ粒子トラッキング解析により粒子径を評価

した。現在は、免疫細胞由来の分泌エクソソームに含ま

れるRNAの網羅的な発現解析を行っている。 

 

本研究に関連する学会発表 

(1)川西範明、町田修一、鈴木克彦. ギプス固定による骨
格筋由来の分泌エクソソームのmiRNA発現プロファイルの

変化. 第78回日本体力医学会. 2024年9月2日－4日. 
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マウスと若齢マウスでは370種類のmRNA発現量に違い

があることを見出した（図2）。 

図 1. 加齢による骨格筋由来の分泌エクソソームの

microRNAの発現プロファイルの変動 

図 2. 加齢による骨格筋由来の分泌エクソソームの

mRNAの発現プロファイルの変動 

 

(2) 不活動による骨格筋由来の分泌エクソソームの

miRNAの発現プロファイルの変化 

マウスに下腿のギブス固定による不活動負荷を14日

間行った。ギブス固定負荷マウスおよび対照マウスから

摘出した骨格筋を24時間培養して、培養液中に分泌さ

れるエクソソームを精製した。エクソソームに含まれる

RNAを抽出した後に、マイクロRNAの発現量を対象とし

て次世代シーケンサーを用いて網羅的に解析した。その

結果、不活動群と対照群での30種類のマイクロRNA発

現量に違いがあることを見出した（図3）。 

図 3. 不活動による骨格筋由来の分泌エクソソームの

microRNAの発現プロファイルの変動 

不活動群の骨格筋由来エクソソームでは28種類のマ

イクロRNAが増加、2種類のマイクロ RNAが減少した。

加えて、不活動群で増加した miRNAに対する KEGG パ

スウェイ解析により、 Adherens junction や Hippo 

signaling pathwayなどの代謝経路に影響を及ぼすこと

が示された（図4）。 

 
図.4 不活動により増加した骨格筋由来エクソソームの

microRNAのKEGG解析 

 

さらに、不活動モデルマウスの骨格筋から酵素分散法

により単核細胞を単離して、磁気分離法によりマクロフ

ァージなどの免疫細胞を回収した。免疫細胞を24時間

培養した後に、培養液中に分泌されるエクソソームを回

収して、ナノ粒子トラッキング解析により粒子径を評価

した。現在は、免疫細胞由来の分泌エクソソームに含ま

れるRNAの網羅的な発現解析を行っている。 
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〔科学研究費助成事業一覧〕





科学研究費助成事業一覧 
No. 種目 氏名 研究課題名 

1 基盤研究(A) 水津 光司 周波数シフトテラヘルツ波による建築物非破壊診断の応用展開 
2 基盤研究(B) 小澤 俊平 二元系合金融体の表面張力に及ぼす組成および酸素吸着の影響解明 
3 基盤研究(B) 枚田 明彦 異種誘電体層の電磁結合によるテラヘルツ波透過性制御とシートＬＡＮ通信への応用 
4 基盤研究(B) 滝  聖子 ポストコロナ新時代のワークライフバランス実現のためのストレスコーピングデザイン 
5 基盤研究(B) 金田 一広 地盤非線形構成モデルによる既存杭撤去後の地盤の乱れの解明と実務設計への展開 

6 基盤研究(B) 川西 範明 細胞間コミュニケーション因子であるエクソソームによるサルコペニアの発症機序の

解明 
7 基盤研究(B) 渡邊 宇外 形成層細胞のミトコンドリアが司る樹木の二次木部形成メカニズムの解明 
8 基盤研究(C) 喜多村正仁 提携影響力を考慮した複合的コンフリクト分析方法の開発 
9 基盤研究(C) 坂本 泰一 繊維芽細胞増殖因子 FGF5 と受容体の相互作用およびアプタマーの阻害機序の解明 

10 基盤研究(C) 東本 崇仁 プログラミング的思考育成のための機能・振舞い・構造の観点の部品拡張支援環境の開発 
11 基盤研究(C) 木村 博子 省略構文の考察に基づく、焦点に関する言語間差異の解明と焦点理論の再構築 
12 基盤研究(C) 高橋 暁子 高等教育における授業の課題発見を促進する事例データベースの構築：類推力に着目して 
13 基盤研究(C) 市川 洋子 原因スキーマを手がかりとした教員志望学生の省察深化の解明と支援プログラムの開発 
14 基盤研究(C) 高木  彩 情報分野の萌芽技術に対する認知と受容過程 
15 基盤研究(C) 青木 岳史 長期間の調査・監視を目的としたクモヒトデ型水底移動体の開発 
16 基盤研究(C) 魏  秀欽 負荷非依存モードを活用した一送電多受電高周波ワイヤレス給電システムの開発 
17 基盤研究(C) 佐波 孝彦 IQ 結合ファクターグラフを導入した疎符号多元接続とその応用 
18 基盤研究(C) 和田  豊 亜酸化窒素の連鎖的自己発熱分解反応開始メカニズムの解明による事故防止技術の提案 
19 基盤研究(C) 松田 泰明 超広域温度帯で作動する新規プロトン固体電解質の創成と結晶構造の解明 
20 基盤研究(C) 引原 有輝 児童の社会情動的スキルの形成をねらいとした発育・発達支援方略の提案 
21 基盤研究(C) 森 信一郎 管理農業の普及に向けた情報活用手法に関する研究 
22 基盤研究(C) 菅原 真司 P2P 端末による動的 Fog を用いた仮想的三層構造コンテンツ共有システムの開発 
23 基盤研究(C) 松島  大 山脈に挟まれた谷でダストストームが頻発する条件の推定 
24 基盤研究(C) 砂井 紫里 現代ハラール産業における制度化・サービス・消費の人類学的研究 
25 基盤研究(C) 杉山 和成 概均質ゼータ関数と保型形式の関連 
26 基盤研究(C) 東山 幸司 重い原子核構造の精密計算による二重ベータ崩壊半減期の理論予測 
27 基盤研究(C) 松井 伸介 パワーデバイス用難研磨材料のための AFM スクラッチ等による研磨加工現象の究明 
28 基盤研究(C) 鎌倉 浩嗣 物理層セキュリティを用いたイメージセンサ型可視光通信システム 
29 基盤研究(C) 中静  真 低精度数値表現による画像処理ネットワークの構築 
30 基盤研究(C) 熱海 武憲 機構・制御系統合化設計の高度化と次世代ＨＤＤへの応用 
31 基盤研究(C) 内田 史朗 異種材料間接合の低抵抗化とそのデバイス応用 

32 基盤研究(C) 石原 沙織 水槽に用いられるポリマーセメント塗膜防水層のふくれメカニズムの解明とその評価

方法 

33 基盤研究(C) 秋葉 知昭 相似形を考慮した多次元多状態多目的ネットワークの高効率な統一的最適設計方法の

研究 
34 基盤研究(C) 苣木 禎史 緊急情報サービスを住民が継続利用する情報伝達方法の検討 
35 基盤研究(C) 工藤 翔慈 オゾン処理と過飽和操作の工夫の組み合わせは結晶特性の制御と作り分けに有効か？ 
36 基盤研究(C) 山本 典史 凝集誘起発光において非断熱遷移ダイナミクスが巧みに制御されるメカニズムを捉える 
37 基盤研究(C) 遠藤伸太郎 ジュニア選手の謙虚さを向上させる介入方策の確立：挫折経験による QOL、競技力向上 
38 基盤研究(C) 信川  創 統合失調症の早期診断に向けた大域的な神経ネットワークダイナミクス障害の解明 
39 基盤研究(C) 三浦 元喜 高次の言語化活動を促すプログラミング学習環境 
40 基盤研究(C) 小山 勇也 知覚衣服によるヘルスケア基盤技術の構築 
41 基盤研究(C) 関根 晃太 関数方程式の解に対する効率的な計算機援用「非」存在証明法の開発 

42 基盤研究(C) 田村 洋介 新奇な電磁分離現象を利用した革新的凝固プロセスによるアルミニウム合金の精製と

創製 
43 基盤研究(C) 亀谷 雄樹 自立した太陽熱蒸留システム構築へ向けた大気放熱マイクロ構造層の創製 
44 基盤研究(C) 藤原 明広 超相互運用型ブロックチェーンに向けた階層型並列合意プロトコルの研究 
45 基盤研究(C) 大貫 俊彦 江戸文化との持続と断絶から捉えた近代日本の文芸批評に関する総合的研究 
46 基盤研究(C) 原口 亮介 フッ素とカチオンのハイブリット骨格を基盤とする二酸化炭素固定化有機触媒の開発 
47 基盤研究(C) 鈴木比呂子 地盤定数の空間分布を考慮した基礎構造の信頼性設計の確立のための知見の収集 
48 基盤研究(C) 齊藤 史哲 説明可能な人工知能による顧客の意思決定支援システムの内部状態空間の可視化 
49 基盤研究(C) 竹本 浩典 リアルタイム MRI 動画の統計的な分析に基づく歌唱技術に関する研究 
50 基盤研究(C) 宮田 高道 深層展開による確率的テンソル復元の高効率・高性能化と画像・信号復元への応用 
51 挑戦的研究（萌芽） 有本 泰子 Speech-laugh の発生機序の解明 
52 若手研究 富山  豊 現代論理学に基づくフットサール数学論の再構築 
53 若手研究 藤井 浩光 土木・建設現場の無人化のための複数建機の協調による遠隔作業システム 
54 若手研究 福嶋 尚子 学校財務経営の法社会学的分析 
55 若手研究 野村 由実 産後の日常生活活動を高めるオンライン身体活動促進プログラムの開発と検証 
56 若手研究 三木 大輔 手指動作の識別と定量を目的としたミリ波レーダ信号の解析 

592024　千葉工業大学附属研究所　プロジェクト研究年報　　　　　                      Project Report of Research Institute of C.I.T 2024



57 若手研究 木下 雅之 複数 LED 送信機を用いた空間並列伝送によるローリングシャッタ型可視光通信の性能

改善 
58 若手研究 林 真一郎 パワー半導体デバイスの寿命と性能を最大限活かせる駆動回路設計手法の確立 
59 若手研究 東 壯一郎 日本の受注産業の設備投資モデルに関する実証研究 
60 研究活動スタート支援 菅根 海人 ポリカプロラクトンネットワークの海洋生分解における架橋密度の影響の調査 
61 研究活動スタート支援 重  歩美 高等学校在学時に出産した生徒への支援のあり方についての研究 
62 研究活動スタート支援 髙松 佑介 19 世紀の緩徐楽章における「変奏反復」 
63 研究活動スタート支援 中村  達 カリブ文学における雑種性の根源としての「遭遇」の偶然性の観点からの分析 
64 研究活動スタート支援 青木 友希 CUD 教育ツールの開発に関する研究 
65 研究活動スタート支援 小橋 知季 複数の薄板軽量形鋼をねじ接合した組立部材を対象とする設計法の構築 
66 ひらめき☆ときめき

サイエンス 工藤 翔慈 なぜ変わる？実験して納得！作り方で変えられる結晶の大きさと形 

67 ひらめき☆ときめき
サイエンス 山本 典史 かたちで決まるタンパク質のはたらき：タンパク質が活躍するミクロな世界を見てみよう 

＊各センターを除く 
＊プロジェクト研究年報への掲載は任意である 
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